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日本の原子力政治過程 (5・完)
一一連合形成と紛争管理一一

本田 宏
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第三節土井社会党と選挙路線

1986年1月の「新宣言J採択にもかかわらず、 1986年7月の衆参同日

選挙で社会党は、 112議席から85議席へと議席を激減させ、惨敗を喫し

た。敗北の責任をとって辞任した石橋委員長の後任には、日本の憲政史

ヒ初の女性党首として土井たか子が1986年9月に就任した。土井は委員

長に就任すると、社会党を国民に聞かれ、市民との共同作業で政策をつ

くる党にし、また女性の政治参加を拡大することを公約に掲げた。また

消費税の導入への反対など、明快で、筋の通った政治姿勢や、党内の特定

派閥に属さなかったという経歴は、新鮮な印象を強めた。こうした土丹:

の姿勢に共鳴して、従来社会党と縁の遠かった生協などの市民運動の関

係者が社会党に引き寄せられ、それがさらに党のイメージを変えるとい
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う形で、社会党の支持は労働運動の外に大きく広がった。その結果、社

会党はその後1991年春まで、思いがけない復活を享受したのである。

市民運動の世界から女性候補者の発掘に努め、女性票を多く惹きつけ

た「土井社会党jの時代はまた、主婦層を中心的担い手とした「ニュー・

ウェーブ」の時代とも重なる。反原発運動の高揚は社会党に追い風とな

り、逆に反原発運動にとっても土井社会党の存在は追い風となった。特

に1989年夏の参院選後、土井社会党下で新たに当選した反原発派の新人

議員たちが、反原発運動への政界での支援者の中心となる。また社会党

と反原発運動の協調行動の焦点となったのは、こうした議員の助力をあ

てにした脱原発法国会請願運動や議員による国会質問、国政選挙や知事

選での「脱原発候補j支援であった。

従って石橋社会党が民社党との連携を念頭に入れて着手した原発政策

の見直しは事実上棚上げとなった。そのことは、社会党が健闘した1987

年4月の統一地方選挙後における党内の基本政策見直し論議に早くも表

れている o 1987年8月、山口書記長は、日米安保・自衛隊・朝鮮半島・

原発の四基本政策での柔軟な姿勢を示す見解を公表したが、党内左派か

ら強い批判が上がり、山口見解の再検討を委ねられた基本政策プロジェ

クト・チームは11月に収拾案を発表し、朝鮮半島政策での柔軟化(韓国

との交流自由化)以外は、山口見解の意図を否定した。原発政策では、

エネルギー供給に原発が組み込まれている客観的事実を直視しつつも、

「安楽死Jさせるための政策作業を深めるという趣旨だ、ったのが、収拾

案では原発や核廃棄物施設の新規建設を認めず、できるだけ早く原発に

依存しないエネルギー構造を実現することとされた(新J111999、175頁)。

基本政策見直し論議は、 1988年度の社会党運動方針案の起草過程で再

燃した。プロジェクト・チームが作成し、執行部が1988年l月に公表し

た運動方針案は、野党連合政権実現のため、「必要な妥協を恐れず、現

実的な進歩と改革を進めるjことを強調し、党内論議の的となっている

基本政策についても現実主義的な路線を推進していこうとした。なかで

も原発については、新設は認めないが稼働中のものは脱原発のエネル

ギ一転換まで安全性のチェックを厳しくするなどして当面容認し、燃料

電池など原発に代わるエネルギー源の開発を推進する方針を打ち出した。

しかし党内左派からの巻き返しに遭い、特に原発政策は左右両派の調整

北法54(5・408)1952



日本の原子力政治過程(5・完)

がつかず、結局 1月21日に決まった運動方針案では左派の主張に沿う形

になった(15)0 1988年2月の党大会では、採択された運動方針案のみなら

ず、土井委員長自らが大会冒頭挨拶で、安保・自衛隊・原発での政策変

更を否定した(新JII1999、176頁)。

こうして土井社会党が反原発政策を堅持する中、 1988年春の伊方原発

出力調整試験反対行動を契機に、反原発「ニュー・ウェーブjが全国的

に高揚すると、労組や公明党の間でも原発容認姿勢が動揺を見せるよう

になる O 全民労協から1987年に移行した全日本民間労組連合会(f連合J)

の1988年5月の政策・制度要求中央討論会では、電機労連や電力総連な

ど原発容認の大労組代表が居並ぶ資源・エネルギ一部会において、原発

推進を基調とした「政策・制度要求jの執行部原案が提起されたが、全

電力や日放労など一部労組の代表から脱原発論や慎重論が噴出したため、

「避難体制の整備」ゃ「安全基準の整備Jの表現が原案に追加された(16)。

また「連合jの有力単産であり、社会党右派に強い影響力を持つ全電

通は1986年の大会で既存原発容認の方針を打ち出し、「いっさいの原発

を認めない社会党の政策は非現実的だJとして政策転換を求めてきた。

後に新「連合Jの会長となる山岸章委員長は、社公民路線を推進する立

場から、 1987年1月に土井委員長下で初めて聞かれる社会党大会を前に、

基本政策の現実主義的見直しを求める意見書を社会党に提出し、これに

応えたのが先述の山口書記長の見解であった(新川1999、186頁)。しか

し全電通は1988年5月、欧州各国が脱原発政策に転じ、日本でも主婦な

ど一般市民の間で反原発運動が拡大する状況に直面して、 7月の定期大

会にかける1988年度運動方針案では、既存原発の容認姿勢は変えないも

のの、従来のように社会党に反原発政策の見直しを強く迫らないとの態

度に後退した。全電通幹部らは「西欧の社会民主主義政党も政権の命運

をかけて原発推進に動いたが、チェルノブイリ以後は脱原発一色。今や

声高に原発推進を言う状況ではなくなったJと説明したOi)。

公明党も原発推進に慎重な姿勢をとるようになった。創価学会の青年

部や婦人部で反原発の意見が強まってきたためである。公明党の矢野委

員長は1988年5月中旬に滋賀県で、聞いた党県議団総会において、安全性

の確保と住民の合意が得られれば原発の設置を認めるという従来の公明

党の立場を見直す必要があると問題提起した。この発言は一部で反原発

北法54(5・407)1951



論説

への急転換のように解釈され、党内が一時混乱したが、矢野は党機関で、

先の発言が原発の即時廃棄を意味したものではないことを釈明した上で、

「出力調整時の操作、事故の状況など、安全性重視の立場から分析、調

査を先行し、時間をかけて将来のエネルギー政策の体系的な検討を全党

的にしてほしいjと要請し、了承された。これを受け公明党は6月、原

発の安全性を再検討し新しいエネルギー供給システムの研究を進めるた

めの「原発問題研究会」を党内に設置した(18)。公明党はまた1988年11月

30日の党全国大会で、従来の原発建設容認政策を見直し、将来は原子力

発電に依存しない体制をめざすこと、また当面は原発の安全性をより一

層確保することを内容とする「脱原発」政策を決定した(19)。

しかし民間「連合jや公明党と対照的に、旧同盟系の電力労連は、従

来の強硬な原発推進姿勢を堅持し、原発宣伝活動を強化した。また新「連

合jへの合成を控えていた総評官公労系の労組の聞では、自治労を中心

に、反原発運動への支援を活発化させる労組もあった。従って脱原発政

策を社公民の政権構想の枠内で追求していくのは依然困難であった。社

会・公明・民社・社民連の四野党は1989年5月、連合政権構想、を発表し

たが、安保や自衛隊、原発といった社会・民社聞の不一致課題の平準化

を求める動きは再び浮上した。野党連合政権構想、が目指したはずの「社

会民主主義」とは本来、国民経済の再分配に関する経済の構想、で、あり、

また自民党長期政権に伴う様々な弊害の解消が連合政権の第一義的な目

的であったはずである(真柄1998、195頁)。ところが特に民社党は、こ

れら連合政権では棚上げにするしかないはずの付随的争点に関する社会

党の「非現実的J政策の路線転換を執劫に求め、社会党内でもそれに呼

応する動きが再燃した。しかし必ずしも左派とは限らない党内の主体性

維持派が土井執行部の下で勢いをつけていた中、特に原発政策では、チェ

ルノブイリ原発事故と反原発運動の高揚という新しい現実を踏まえ、社

会党の政策転換はなおのこと困難であった。

政策転換の困難は、1989年7月23日の参院選挙によって、さらに強まっ

た。この選挙で社会党は比例区で20名、選挙区で26名の合計46名の当選

を果たし、自民党の36名を大きく上回った。その勝因は、自民党が消費

税導入やリクルート疑惑、宇野首相の女性問題で苦境に立たされたこと、

また社会党が土井人気に加え、生協など市民運動界から抜擢した女性活

~I:I.去54(5 406)1950 



日本の原子力政治過程(5・完)

動家など女性候補を比例区の名簿上位に置くことで女性票の掘り起こし

に成功したことにあった。公認・推薦を合わせた女性の当選者数は15名

に上った(新川1999、176頁)。社会党の大勝や、市民運動出身の新人議

員の当選は、社会党の主体性維持派を一層強めた。

そのことを印象づけたのは1989年9月に土井委員長が発表した「土井

ビジョンjである。参院選の結果を受けた参院での与野党逆転という状

況下で、 1989年8月9日の参院における第一回の首班指名選挙では、野

党が結束して土井に投票し、土井委員長が海部自民党総裁の票を上回っ

た。野党間の良好な関係を確認した山口書記長は 8月21日、「連合政権

政策の基本」に関する構想を発表、この中で、経済政策は「市場経済の

枠組みを基本jとし、日米安保条約は「外交の継続性に立って維持J、
自衛隊は「防衛費の対GNP枠比 1%枠を厳守しつつ、シピリアンコン

トロールを確立」すること、また「エネルギー源の一定比率を占めてい

ることを認識Jするという表現で稼働中の原発を事実上容認する姿勢を

明らかにした(新川1999、176-177頁)0 この基本線に従い、土井委員長

は 9 月 10~12日までの全国政策研究集会の場で、「新しい政治への挑戦j

と題する提言、いわゆる「土井ピジョンJを発表することになったO と

ころが原案作成から発表までの間に、党内で現実主義化に反対する左パ

ネが再び働き、発表された「土井ビジョン」は結局、現実主義への批判

を再確認するものとなった(真柄1999、193-194頁)。これは民社・公明

両党の反発を招き、連合政権構想、は再び崩壊に向かい始めた。

それでも公明党は1989年10月30日、日米安保・自衛隊・朝鮮半島・原

発の四大不一致課題において、民社党よりは社会党との共通点が多い連

合政権構想「石田見解Jを発表した。原発については、将来展望として

脱原発を目指し、代替エネルギーの実用化の目途がつくまでは、厳格な

安全性のチェックを前提として、原発依存の現実を認めざるを得ないと

いう穏健な「脱原発」路線を表明した1201。

また四野党聞の協力はまだ決定的に崩壊していたわけではなく、消費

税廃止法案の共同提案や、連合政権協議、さらに1990年2月の衆議院選

挙に向けた選挙協力が行われた。とりわけ選挙協力は、 1989{t'-1l月の総

評解散を受けて発足した新「連合jによって、総評・社会党及び友愛会

議(1987年に解散した同盟の機能を一部継承)・民社党という系列を超

北法54(5・405)1949
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え、公明党や社民連も含めて行われた。しかし選挙の結果、大きく議席

を減らした公明・民社両党は、 136議席を獲得した社会党の「一人勝ち」

への反発から社公民連合構想への意欲を減退させた(新川1999、177頁)。

また自民党は、議席数は減らしたものの得票数は回復させ、海部政権下

での党勢持ち直しを印象づけた。社会党は政権交代を実現する政治状況

を作り出すのに失敗したのである。

さらに1990年8月2日に勃発した湾岸危機をきっかけに政府が国連平

和協力法案を提起すると、人的貢献の必要性を認める公明・民社両党と、

経済貢献に限定する立場をとった社会党との対立が強まった。加えて

1991年 1月30日から 2月1日まで聞かれた杜会党第56回大会で、消費税

廃止や原発の廃止、安保条約解消といった非妥協的原則主義の文言で溢

れた運動方針が決定されたことは、社公民路線を推進してきた全電通や

全逓など旧総評系有力民間労組の社会党離れを促した。その結果、 1991

年4月の統一自治体選挙では、東京都知事選挙で労組の支援を得られな

かった社会党推進候補が惨敗したのを始め、道府県議会選挙や市議会選
斗""~グで、 J ~J~ ノ」ρ1.;.，ふさ生 ~+..~dモ~ 1 一人 /立巳""ハハハ 可門門 司円。主5"¥
守三、り 1二L:L-'>L .d.otJ<;1什1"<!. {lr;J.. ワレ I~ ¥相 11

'
11:1:1:1、 111-.1/05ミ/。

この統一自治体選挙敗北を受け、社会党は1991年5月、右派の田辺誠

副委員長を責任者とする党改革委員会を設置し、同委員会は6月20日、

「政治の改革と日本社会党の責任jと題する報告書を中央執行委員会に

提出する。そこでは「連合」との密接な関係の樹立や社会民主主義勢力

の総結集(社民結集)、日米安保・自衛隊・エネルギ一政策での現実の

直視が謡われた。これを受け 6月24日、土井委員長以下執行部は総辞職

し、さらに 7月末の第57回臨時党大会では閏辺が社会党委員長に選出さ

れた。田辺は石橋執行部では書記長として「新宣言jの作成に関わり、

現実政党化・社公民路線を推進する第一人者であった。しかし現実には、

田辺社会党は湾岸戦争を契機として強まった党内の「左翼パネjを統制

できず、社民結集はかけ声だけに終わった。第57回党大会にかけられた

「党改革案Jは地方代議員の突き上げにあって原則主義的方向に修正を

余儀なくされ、例えば原子力に関しては、新規原発や核廃棄物処理処分

施設の建設を認めないという趣旨が原案に挿入された。

さらに1992年6月、自民・公明・民社三党が提出したPKO(国連平和

維持活動)法案の参議院で、の採決で、社会党は牛歩戦術をとり、また衆議
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院では党所属全議員の辞職願いを衆院議長に提出した。しかしこうした

スタンドプレーは有権者から好意的な評価を受けなかった。 1992年7月

26日の参院選では、自民党が勝利を収め、民社党と共産党が低迷したが、

社会党は前回より24議席減の惨敗となった。野党の勝者は公明党と、 5

月に細川護!照が結成し、初の選挙で4人を当選させた日本新党であった。

参院選での敗北に加え、田辺が親しい関係にあった自民党の実力者、金

丸信が、 1992年8月に発覚した佐川急便事件の中心人物に浮上したこと

で、田辺は12月、就任からわずか l年5ヶ月で辞任表明を余儀なくされ

た(新川1999、179-182頁)。

以上見てきたように、社会党は土井委員長の就任によって、女性有権

者の政治的関心を高め、市民運動との関係も深め、反原発運動からの期

待も集めた。しかし原子力をめぐる政党聞の対立軸は従来からさほど変

化はせず、脱原発実現に向けた新たな政治的連合は構築されなかった。

このため脱原発法面会請願運動や、 1988年の泊原発道民投票条例直接請

求運動のように、署名運動を出発点としながらも議会政党の協力を不可

欠としたキャンベーンは目的を達成できずに終わった。同様に、社会党

の道府県知事やその候補を応援して原発の運転開始や核燃料サイクル基

地に反対姿勢を表明させる戦略も、道民投票条例に対する横道社会党知

事の消極姿勢や、 1991年の青森県知事選挙における社共統一候補の敗北

などによって、限界が明白となった。従って社会党と共闘して脱原発の

政治的多数派を形成しようとする戦略も失敗に終わったのである。

第四節 「原発PR大作戦」

この時期の政府及び電力業界の対応は、従来と違い、食品汚染への不

安などを通して婦人など一般市民層にまで‘反対の輪が広がったことへの

危機感から、情報管理と原子力広報の強化に終始した。電力業界は日本

の原発の安全性を訴える宣伝活動を強化し、電力会社が開いた地元説明

会は、個別訪問も含め、 1986年7月までに約 l万7千四、 1987年3JJ末

までに約2万4千回に達した。また1988年4月末、電事連と各電力会社

は朝日・毎日・読売・日経・産経の全国新聞5紙を始め、主要ブロック

紙、県レベルの地方紙など計33紙に一斉に原発の安全性を訴える全面広
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告を掲載した。一回の掲載料は 5紙の合計で約 l億円、 33紙全体で2億

円にも上ったが、電事連は月に一度のベースで広告を打ち始めた(山口

1988、230-232頁)。

電力会社の動きは、国の後押しも受けていた。 1988年4月21日、科技

庁は原子力広報に関し、長官と科学審議官、及び原子力局長ら最高幹部

と、電力業界首脳(東電社長と関電会長)及び原産首脳(三菱重工社長、

東芝社長ら)との異例のトップ会談を聞いている。科技庁長官はまた4

月26日の閣議で、反原発運動に対して政府が一丸となって対処すること

を関係閣僚に要請し、同意を得た。また通産省は 5月、「原子力広報推

進本部」を設置し、通産大臣も電力九社の社長ら電力業界首脳と東京で

異例の会合を行い、原発の安全運転と広報活動の充実を要請した。通産

大臣は「反原発運動について「都市部を中心として盛り上がりを見せて

おり、従来の立地地点を中心とする運動とは異なっている。運動に加わっ

ている人の大半は、必ずしも専門的な知識を有しているわけではなく、

『原発は危険だ.1r電気は余っている』という一部の意見に影響された
ffifが大きい」との見方を示し、「この状況を放置すれば、原子力発電に

対する国民の信頼を損ない、わが国の安定・低廉なエネルギー供給に支

障をきたすおそれがある」と述べた。しかし対応策については通産、電

力業界ともに、広報の強化が中心で、事故防止対策には触れなかった。

広報についても「これまでの広報が、カタカナや漢字が多く、わかりに

くかった」とし、無知な運動参加者という発想に基づいていた。通産省

はさらに1988年7月、資源エネルギー庁内に広報推進室を設け、また10

月には全国9通産局・支局に「原子力広報推進室」を設置した。原発と

行政面でのつながりの薄かった通産局を「原発への理解を市民に求める

窓口」と位置づけ、各地域での原発PRを強化していく方針であった(21)。

一般向け広報活動は新聞のほか、テレビやラジオ、雑誌などのメディ

アも動員して大規模に展開された。並行して重点が置かれたのは第-に、

記者対策である。具体的には1988年5月から 6月にかけ、通産省や科技

庁、東電が、社会部や科学部の記者が詰めている記者クラブや論説・解

説委員クラブ、科学部長会などを対象に懇談会を頻繁に開催したことや、

電力会社の首脳と記者とのマンツーマンの懇談(山口、 1988、230-231

頁)、さらに青森県南部の地方紙「デーリー東北Jの企画記事に電事連
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などが1986年及びf1987年に計1600万円の「協力金jを拠出していた事件

(鎌田1996、234-247頁)が挙げられる O 第二に、住民対象の無料見学

ツアーがある。関電は1988年5月から 6月にかけ、民宿利用の l泊2日

で自己負担は昼食のみというパス旅行を38回実施し、近畿六府県の住民

延べ1400人に原発を見学させている (22)。また反原発運動の影響が及び、

動揺が見られるようになった電力会社の社員やその家族も、 1988年春か

ら見学旅行の対象に加えられた。第三に、反対運動の分断を図るため、

運動の指導者と目された作家の広瀬隆を攻撃するキャンペーンが展開さ

れた。まず広瀬隆らの主張に具体的に反論した想定問答集とビデオが作

成され、これを使った社内勉強会を開催した。また科技庁の全面的な支

援の下、科技庁の外郭団体である日本原子力文化振興財団は1988年7月、

広瀬隆の著書「危険な話jに対する反論を集めた「危険な話の誤り」と

題する小冊子を二千部、 9月には「危険な話の誤りパート 2Jを三千部、

11月には「危険な話の誤り その 3Jを四千部印刷し、全国の原発立地

市町村やマスコミ関係者なと舎に配った。

原子力広報活動の強化は、電源開発特別会計予算においても、 1988年

以降の爆発的な広報予算の伸びとして、顕著に表れている(図6-7) (23)。

その一方で、原発の安全対策総点検や事故対策の整備など、実質のある

対応策はほとんど示されなかった。大きな争点となった六ヶ所村の核燃

料サイクル基地の立地手続も、反対運動を無視して着々と進められた。

ただ、 1988年3月以来、 1994年春まで、電調審による原発計画着手承認

は約6年にわたって滞り、長期計画における原発開発目標も、 87長計及

び94長計では、依然過大だとはいえ、これまでの実績の延長線上に近い

程度には下方修正された(図 3-1、図 3-2)。その限りでは、運動

の具体的効果がなかったわけではないが、政府の公式の政策転換はなさ

れなかった。

まとめ

衰退傾向にあった反原発運動は、チェルノブイリ原発事故後、予期せ

ぬ活況を呈した。 1979年のTMI原発事故の頃と異なり、石油危機が並

行して起こらず、放射能の影響も遅ればせながら輸入食品汚染の形で日

本国内に及んできた。食品の放射能汚染の問題は、 1950年代の原水爆禁
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止の国民的運動以来、強い認知的動員の潜在力を持っており、子供を持

つ主婦層の不安に共鳴した。この頃はまた、 60年代の高度経済成長を経

ても未発達だった脱物質主義的価値観の形成が、二度の石油危機の克服

と景気回復、さらにバブル経済に向かう中で、大衆レベルに浸透してき

ていた。同時に、比較的高学歴の主婦層の台頭も見られ、時間的余裕を

活用して生協活動や市民運動に積極的に参加するようになり、新しい反

原発運動の中心的な担い手となった。 1980年代前半を通して、原発のさ

らなる推進に反対の世論が次第に増加し、女性の間では早くも1984年末

に、男性の間では1988年に反対派が多数派に転じた。加えで、杜会党は

新しい女性党首の下、女性票の掘り起こしと生協運動などからの女性候

補者の発掘に努め、基本政策の現実路線化にもブレーキをかけたため、

反原発運動に追い風となった。

この頃の日本の運動を西欧の反原発運動と比べて見ると、ドイツでは

TMI原発事故よりはるか前から原発問題が全国的な注目を集め、反対派

も一度多数になっていた。 1985年半ばにヴアッカースドルフ再処理工場

問題をめぐって再活性化していた反原発運動は、チェルノブイリ原発事

故に即応して急激に動員を増やした。その際、母親の反原発グループも

新しい潮流として出現したものの、全体的には既存の動員基盤が再活性

化された側面が強かった。これに対し日本では、反原発運動の旧来の動

員基盤がチェルノブイリ事故時に衰退傾向にあった一方、新たな動員基

盤の形成が水面下で、進行し、チェルノプイリ原発事故から約二年遅れで

表面化Lたのである O

この「ニュー・ウェーブJ表面化の契機となったのは、伊方原発の出

力調整試験に反対する1988年春の「高松行動」である。既存の党派的組

織とは無関係の市民、特に女性の参加者が数千人規模で域外から参加し、

ある種の非暴力的な「占拠jに訴え、象徴的な抗議行動を繰り広げ、さ

らに反原発運動全体にはずみをつけた点で、ドイツのヴイールなどの敷

地占拠に通じるものがあった。また行政や営利企業が本来の仕事を果た

していない、あるいはそれらにまかせておけない仕事があるという認識

から、そうした仕事を自発的に遂行しようとする自助型の運動も登場し

てきた。なかでも市民による放射能の監視や自主避難訓練を行う放射線

災害警報ネットワーク (R-DAN)運動は、立地点の運動と都市部の市民
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運動、労働運動、批判的科学者を結びつける実践例となった。

しかし全体として運動は、原子力政策全般の見直しを迫るほどの具体

的な成果を上げられなかった。脱原発法国会請願運動は、政界における

従来の原発反対・賛成派の構図を崩すことはできなかった。また政界に

おいても、脱産業主義的争点への感受性を示し、その政策的実現を図る

ことと、構造腐敗に瑞ぐ自民党政権に代わりうる野党勢力を結集すると

いう課題はかみあっておらず、社会党はどちらの課題の実現にも道筋を

つけられなかった。しかし他方で独立の脱原発政党を立ち上げる動きは

1989年参院選で挫折した。旧西ドイツでは70年代の反原発運動の高揚が

エコロジー運動全体の台頭や、 1980年代初頭の平和運動の大量動員に寄

与し、全国的・包括的な抗議サイクルの高揚の中で、脱産業社会的な争

点を重視する新たな政治的対抗軸が形成された。同時に、原子力の推進

など現実路線をとる強力な社会民主党の左の政治空間が空いており、こ

の党との緊張関係の中から緑の党が登場してきた。これに対し日本では

原子力批判派が社会党を中心に既成野党の支持層に分散し、原発問題に

は脱産業主義的な争点全般を統合して新たな対立軸を作り出すほどの力

もなかった。

結局、運動の動員基盤は主婦層を中心とした都市民にまで拡大したも

のの、社会的対立軸の流動化は立地点周辺には十分に波及せず、既存政

治における対立図式もさほど変化しなかった。運動戦術の面では、社会

党や労組との提携もまだかなり残っており、その限界が運動参加者の具

体的経験を通じて実感される過程が進行した。他方で住民投票条例運動

など、 1990年代の運動につながる傾向も生み出された。しかし抗議運動

の広範な動員は、「ニュー・ウェーブjを最後に消滅していく。このた

め、支配的連合の対応は世論対策に終始し、電調審による原発計画の承

認は凍結状態に陥ったものの、原子力政策の転換は見られなかった。

第六章第三節及び第四節注

(5) I反増税で総選挙狙う 稼働中の原発認める 社党運動方針案j八八1二
四01Ir統一名簿』はやや後退左派に配慮、反原発残す」八八I八七二 10 
(6)朝日八八5五三九8I脱原発路線へ方向転換論もJoI原発容認にブレー
キ 公明党や全電通・『連合』ソ連の事故で様変わりJ八八6八二四7。
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(17) rr反原発』の見直し 社会党に迫らない全電通j八八5九九九10r原
治容認にブレーキ 公明党や全電通・『連合』ソ連の事故で様変わり」八八6

八二四7。

(18) r原発容認にプレーキ 公明党や全電通・『連合jソ連の事故で様変わり」
八八6八二四7。

(19)読売八八11一三九三 7r脱原発政策を了承 安全性確保に6条件提案j。
(20) r公明、連合政権協議へ『石田見解j社党に理念の転換迫る『脱原発』な
ど民社と距離j八九10一五七-9。
(21) r通産省がPR要請原発推進、業界首脳に」八八5三九三 1J r通産局
でも原子力広報 9カ所に推進室設置J八八10--5。
(22) rr反原発J運動に対抗 関西電力4千人無料招待の見学旅行Jr東京電力
でも毎年見学旅行 モニターらを招待」八八5八六七 1、7。関電とは異なり、

東電は一般公募せずに毎年5月と10月、モニターや地域の自治会役員らを招い

て原発見学会を開いており、 1988年も 5月から 6月初めにかけ約3500人を招待

していた。

(23) r原子力ポケットブックJ各年版。『産業立地』各年度の「電源立地促進
対策についてJor電源開発の概要Jor原子力年鑑J。以上に基づいて作成。政
府PA対策:電源立地推進調整等委託費(通産省)と核燃料サイクル関係推進

調整等委託費(科技庁ほか)の合計。自治体PA対策支援:原子力広報研修施

設整備費補助金(通産省・科技庁)と広報・安全等対策交付金(通産省)の合

計。
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第七章対立軸の再編(1992-2002) 

第一節政界再編と原子力行政改革

l.政界再編の効果

1992年から日本の政界は本格的な再編に向かった。海部政権期の自民

党の党勢持ち直しを経て、 1991年11月には宮沢内閣が発足、 1992年7月

の参院選では自民党が勝利し、社会党が大敗した。その一方で、 1992年

8月には東京佐川急便事件が発覚し、渦中の金丸信が10月、国会議員と

経世会(竹下派)会長を辞任した。経世会会長の後任に小湖恵三が就任

したことをめぐり、小沢一郎を中心とするグループが羽田孜を会長とす

る羽田派を12月に結成し、自民党最大派閥の竹下派は分裂した。その問、

1992年5月には自民党衆院議員・熊本県知事を歴任した細川護照が日本

新党を結成し、 7月の参院選挙では比例区で4議席を獲得した。さらに

1993年3月に金丸が逮捕され、 4月には自民党及び社会・公明両党がそ

れぞれ提出した政治改革関連法案の審議が開始されたが、宮沢首相が国

会会期中での法案実現に消極的な姿勢を露呈させたため、野党から提出

された内閣不信任決議案は 6月18日、自民党内からも羽田派などの賛成

や欠席を得て、衆院本会議で可決された。宮沢首相は衆議院を解散した

が、自民党の政治改革推進本部長だ、った武村正義らは離党を表明し、 6

月21日に「新党さきがけJを結成した。翌日には羽田派所属議員が自民

党を離党し、 6月23日に「新生党jを結成した。

解散を受けて1993年7月18日に行われた衆院選では、 223議席を獲得

した自民党が第一党にとどまりながらも議会過半数を大きく下回った。

また従来の野党は公明党が若干議席を増やし、共産党、民社党、社民連

が現状を維持したが、社会党が70議席へ半減させる惨敗を喫した。これ

に対し、保守の新党は、日本新党が衆院選初挑戦で35議席を獲得した他、

新生党と新党さきがけが自民党からの分裂時の勢力に上積みし、特に新

生党は55議席で野党第二党となった。すでに6月下旬から政治改革の実

現を目的とした「非自民連立政権Jを目指すことで一致していた新生党

と社会・公明・民社・社民連に、判断を保留していた日本新党と新党さ

きがけが加わり、さらに参議院の民主改革連合の参加を見て、 7月末、

北法54(5・397)1941



論説

細川日本新党代表を首班とする非自民・非共産の連立政権樹立が合意さ

れた。これを受け8月6日、特別国会で細川が首相に選出され、また土

井元社会党委員長は日本政治史上初の女性の衆院議長となった。さらに

8月9日、細川内閣が発足した。

連立与党は、各々定数250議席の小選挙区と比例区の並立制をとる衆

院選挙制度案などを含む政治改革法案を 9月に臨時国会へ提出し、同法

案は11月に衆院を通過した。同法案はさらに1994年1月21日には参議院

本会議での採決にかけられたが、社会党左派を中心とする社会党議員17

名が小政党に不利な選挙制度だとして反対票を投じたため、否決された。

両院の議決が異なったため聞かれた両院協議会は決裂したが、土井衆院

議長の斡旋で聞かれた細川首相と河野洋平自民党総裁とのトップ会談で

妥協が成立し、 1月29日に政治改革法案は衆参両院で可決された(小野

1998)。同法案の選挙制度は小選挙区300、比例代表200の並立制となる

とともに、比例区は全国11ブロックに細分化され、社会党左派の意図に

反して、小政党に一段と不利な選挙制度となった。

こうして政治改革法案をめぐる経緯は、連立与党における社会党の威

信を一層低下させた。同時に、連立与党間の唯一共通の目標だ‘った政治

改革法案の成立は、与党間の結束を掘り崩すこととなった。細川首相は

1994年2月に税率7%の「国民福祉税j構想を唐突に打ち出して社会党

の反発を招き、撤回した。その後浮上した自らの金権疑惑を釈明できな

かった責任をとり、細川首相は4月に辞任する。新生党と公明党の主導

下で後継首相の選定と政権協議が進められたが、疎外されるようになっ

た新党さきがけは閣外協力に転じたため、新生党の羽田党首を首相とす

る新たな非自民・非共産連立政権は7党・会派の参加となる。さらに小

沢一郎の主導で新生党が、日本新党や民社党などと 5党・会派で、社会

党に代わる衆議院内の与党最大会派として「改新jを立ち上げたため、

社会党が反発して連立政権を離脱する。少数政権になった羽田内閣は6

月23日、自民党による内閣不信任決議案提出を受け、わずか二ヶ月で総

辞職に追い込まれた。この機会を捉えた自民党は新党さきがけと社会党

左派を懐柔し、 1994年6月30日、村山富一社会党委員長を首班とする三

党連立政権を発足させ、政権に復帰した。

こうした1993年前後の政界再編は、原子力政治にはどのような影響を
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及ぼしたのか。前章で触れたように、すでに遅くとも1991年に入る頃ま

でには反原発運動が沈静化し、原発問題への関心も低下していた。 1992

年から1994年にかけて世論の関心を吸収した政治改革問題は、このよう

な傾向をさらに強めたと言えるだろう。

また政界再編の過程で社会党が示した動きも、反原発運動の旧来の動

員基盤を解体させた。 1993年1月、社会党は山花貞夫を委員長に、赤松

広隆を書記長とする新執行部を選出し、この体制で1986年の綱領的文書

「新宣言」を「創造的に発展させ、社会民主主義の方向を鮮明にするj

ための「九三年宣言j作成に取り組んだ。その過程で、社会党の安保・

自衛隊・朝鮮半島・原発の四政策を「現実主義化Jしようとする動きが

再浮上した。「九三年宣言jは1993年6月7日の作成委員会で最終案が

確定したが、その後、自民党の分裂、衆議院の解散総選挙、及び細川連

立内閣発足という政局の急展開の中に埋没し、結局「幻の宣言jとなっ

た。衆院選で惨敗した社会党は、 1993年8月の細川内閣発足後一ヶ月で、

新執行部を選出せざるをえなくなり、 1993年9月の党大会で村山富市が

委員長に、久保亘が書記長に就任した。

基本政策の現実主義化は、政局への緊急を要する対応から、従来の機

関中心主義を飛び越えて、 トップダウン式でなし崩し的に進められた。

1993年7月29日の非自民「連立政権樹立に関する合意事項Jは、「わが

国憲法の理念及び精神を尊重し、外交及び防衛等国の基本施策について、

これまでの政策を継承jすることを盛り込み、また f八党派覚え書きJ

では日米安保条約の継承や、「原子力発電については、安全性を確保す

るとともに、新エネルギーの開発に努めるJことを掘った。さらに自民・

社会・さきがけの三党連立内閣発足後、村山首相は1994年7月18日、衆

参両院での所信表明演説で、「安保の堅持、必要最小限の防衛力の整備J

を認める見解を明らかにした。また7月28日の社会党中央執行委員会は

村山見解を追認し、自衛隊の合憲性を認め、日米安保条約の堅持や国連

平和維持活動への積極的参加を打ち出すとともに、「日の丸Jは国旗、「君

が代」は国歌、稼動中の原発は代替エネルギー確立までの過渡的エネル

ギーとして認めた(新J111999、183頁;新J111997)。

しかし、政界再編は否定的効果のみを反原発運動に及ぼしたわけでは

ない。細川内閣で科技庁長官に就任した社民連の江田五月は、反原発グ
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ループと大臣室で何度も会見し(西尾1993)、また1993年11月に江田長

官が閣議で報告した『原子力白書』は、「情報公開への取組」という項

目を取り入れ、初めて情報公開の必要性を前面に打ち出した(野村1999、

957頁)。さらに、原子力開発利用長期計画の改定作業を進めていた原子

力委員会の長期計画専門部会の基本分科会は江田長官の指示に基づき、

1994年3月、国民の「ご意見を聴く会Jを聞き、原子力資料情報室代表

の高木仁三郎ら脱原発派数名を含む27名の招聴人が意見を述べた(吉岡

1999、243頁)。並行して科技庁は同年3月、また通産省は 7月、六ヶ所

村の施設や原発に関わる文書の公開範囲を拡大した。

とはいえ情報公開の拡大や、反対派との「対話ム.ードJの演出は、非

自民連立政権の発足による追い風を受けてはいたものの、その前から中

央政府以外の主体によって始められていた。例えば情報公開については

1993年3月12日、仙台地裁が東北電力女川原発 l、2号機の差し止め訴

訟において、東北電力に文書の提出を命じたことが注目される。東北電

力の即時抗告は5月、仙台高裁によって棄却されたため、東北電力は6

月、従来はほとんど公開されてこなかった文書を仙台地裁に提出した。

また核燃料の輸送情報については、自治体に公開を求める市民運動が

1980年代末から強まっていたが、科技庁の1992年4月の通達は、電力会

社や核物質に関わる事業者、核関連施設を抱える自治体に輸送情報の全

面非公開を求めている。これに対し宮城県情報公開審査会は1994年3月

30日に出した答申において、女川原発 l号機から搬出される使用済核燃

料の輸送計画について、輸送終了前に搬出先などを公開し、輸送終了後

に情報を全面的に公開すべきだと述べ、宮城県も同年5月17日、この答

申に沿った決定を行った(野村1999、957頁)。

1993年から1994年にかけて情報公聞が一定の進展を見せた背景として、

野村(1999、956頁)は四つの要因を指摘している。第一に、 1992年末

から1993年初頭にかけて行われた「あかつき丸」によるフランスから日

本へのプルトニウム海上輸送に際して、日本政府が見せた秘密主義が、

国内外から強い批判を集めたことである。第二に、冷戦集結に伴う国家

の威信低下を背景に、自治体による政府決定への不服従が顕在化したこ

とである。第三に、情報公開法制定を目的のーっとした行政改革委員会

設置法が1994年11月に成立するなど、情報公開が本格的に国政の課題と
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なったことである。第四に、 1997年の「特定非営利活動促進法J(NPO 

法)制定に至る、市民セクターの活動の高まりがある。このように情報

公開の拡大を求める圧力は、中央政府以外の主体からの要求に由来して

いたが、「対話ムードJも同様である。日本原子力産業会議(原産)は

1993年4月に聞いた年次総会でパネル討論を一般に公開し、原子力資料

情報室の高木仁三郎代表も会場から発言して討論を呼びかけた。これを

受け、原産と原子力情報室は1993年9月に大阪市で開いたシンポジウム

「今なぜフ。ルトニウムかjを共催した(西尾1993)。

電調審による新規原発計画承認は、 1994年3月の一基を例外として、

1996年夏まで続く。自民党主導政権が復活すると、新規着手承認は再開

され、橋本政権下には3基が、小湖・森・小泉政権期に 5基が承認され

た。従って自民党の下野は原発計画の凍結状態の継続に寄与したとは言

えるが、他方で非自民連立政権や村山政権期に、エネルギ一政策が国政

の重要課題として真剣に論じられることはなかった。日本の原発の使用

済核燃料を再処理したフランスが抽出したプルトニウムを日本に返還す

るため、輸送船「あかつき丸」による海上輸送を行い、これを追跡する

国際環境NGOグリーンピースの大がかりなキャンペーンが行われたが、

原発問題への社会的関心はさほど高まらなかった。ただ1993年秋に日本

海へのロシア海軍による核廃棄物不法投棄を暴露し、また1995年夏には

南太平洋におけるフランス核実験反対運動を主導したことで、日本にお

けるグリーピースの受容は高まった。

2.原子力行政改革の既視感

こうした状況を一変させたのは1995年12月8日に発生した高速増殖炉

「もんじゅJのナトリウム漏れ・火災事故である。この事故では、周辺

自治体への通報が遅れたばかりか、事業者の動燃が事故情報の意図的な

秘匿と担造を行ったことが発覚し、世論の強い批判を浴びた。その問、

自民党の橋本竜太郎を首班とし、自民・社会・さきがけ主党連立の枠組

を継続する新内閣が1996年1月11日に発足したが、原子力行政は当面、

低姿勢を余儀なくされた。もんじゅ事故の一ヵ月半後の1996年1月23日、

原発の集中する福島・新潟・福井三県の知事は連名で政府に対し「今後

の原子力政策の進め方についての提言jを申し入れた。その中で特に、
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核燃料リサイクルやプルサーマル計画、パックエンド対策など今後の原

子力政策の基本的方向について、改めて国民各界各層の幅広い議論・対

話を行い、合意形成を図ること、またそのために原子力委員会には国民

や地域の意見を十分反映させることのできる権威ある体制を整備し、同

時に各種シンポジウムやフォーラム、公聴会などを各地で開催すること、

さらにそうした手続きを踏まえ、必要なら早急に原子力長期計画を見直

すことを提言した。原発集中立地県の知事からの申し入れは政府の原子

力推進者にとって軽視できない重みを持っていた。

そこで橋本内閣期には原子力行政改革として幾つかの対応が示された。

第一に、科技庁と通産省は1996年3月15日、「原子力政策に関する国民

的合意の形成を目指してjと題する方針を発表し、その目玉として円卓

会議の設置を打ち出した。これは「原子力政策に国民や地域の意見を幅

広く反映させ、国民的合意の形成に資するための場Jと位置づけられ、

「各界各層から幅広い参加者を招聴、原子力委員は常時、出席、出席者

間の対話方式を採用、地域における開催も検討、全面的に公開jの5原

則が示された。円卓会議は1996年4月から 9月まで11回にわたり聞かれ、

また1998年9月から再開された。

円卓会議は、会議の公開と、インターネット上を含む逐語的な議事録

の公開、招将人に毎回若干名の原子力批判論者を加えた点で、画期的だっ

た(占岡1999、245頁)0 原子力批判論者は円卓会議への参加について賛

否両論を示したが、運動全体としての統一的な参加やボイコットの方針

は形成されず、招聴された個人の自由意思にまかされた。しかし、円卓

会議は政府による「対話ムードjの演出には一定の役割を果たしたが、

拘束力のある意思決定を下す権限は与えられなかった。招将人には若干

の批判論者が参加を認められたものの、主に学者など専門家に限られ、

また批判論者は議事運営から排除された。専門家中心のアリーナであっ

ても、 ドイツの連邦議会特別調査委員会のように具体的なエネルギー・

シナリオの選択肢を提示するといった有意義な結論を導くこともなかっ

た。

橋本内間期には第二に、村山政権が1995年9月に決めていた、審議会

などの原則公開方針を継承し、実施した。まず通産相の諮問機関「総合

エネルギー調杏会jの原子力部会は、 1996年6月14日開催の部会以降、
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会議と議事録の公開を開始した。また円卓会議の第五回会合(6月24fI ) 

の要請を受ける形で、 1996年9月25目、原子力委員会は「原子力に関す

る情報公開及び、政策決定過程への国民参加の促進についてjを決定し、

その中で、原子力政策の政策決定において重要な役割を担っている専門

部会等の報告書策定に際し、国民意見聴取の手続をとること、また原子

力委員会の専門部会等の会議を公開し、議事録と会議資料等もインター

ネットなどを通じて速やかに公開することを打ち出した。続いて原子力

安全委員会も1996年12月に同様の情報公開の方針を打ち出した。さらに

原子力委員会や原子力安全委員会の本会議も公開されるようになった。

これらの行政機関による情報公開方針では、専門部会や審議会のみな

らず、一般に公開性がさらに低い懇談会レベルでも会議や議事録を公開

するようになったのが画期的であった(野村1999、957-958頁)。しかし

限界も明らかになってきている。実質的な意思決定がなされる小委員会

や分科会、作業部会など下位レベルの会合はほとんどが非公開のままで

ある。公開された会議でも、発言者名を明記した逐語的な詳細な議事録

が公開される例は少なく、 96年以前に聞かれた審議会の議事録や会議資

料も非公開のままとなっている。さらに資料の公開も企業秘密や核拡散

防止、核物質防護などの理由をつけて、白抜きだらけで行われることも

多い。加えて、政策決定過程で聴取された国民意見をどのように審議会

の報告書に反映させるのかについて、何ら公式の手続や規準が存在せず、

意見の採否の権限や、報告書原案の作成及び審議会の委員の人選は審議

会の事務局を務める担当官庁に握られており、ほとんどの審議会には原

子力批判派が加えられていない(吉岡1999、249-250頁)。

第三に、原発立地に関係する手続的改革として橋本内閣期に実現した

ものに、環境アセスメント法制化がある。 1980年代に挫折したアセス法

制化の試みは、 1992年から環境基本法制定の動きと連動して再浮上した。

1993年5月の衆議院環境委員会では、社会党の岩垂寿喜男代議士の質問

に対し、宮沢喜一首相が環境アセスメントについて「法制化を含めての

見直しが必要」と答弁した。 1994年7月には環境庁、建設省、通産省、

農水省など関係10省庁による「環境影響評価制度総合研究会jが設置さ

れ、 1996年6月に法制化の必要性などを指摘する報告書を公表した。こ

の報告書を受け1996年8月、橋本首相は中央環境審議会(中央公害審議
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会を改称)に、今後の環境アセスメント制度のあり方を諮問した。同年

11月から12月にかけての原案作成作業は、発電所の取り扱いについて電

気事業法に基づく独自の法制化を主張する通産省の反対意見のため、難

航した。しかし1997年2月、電気事業法に基づく通産省の関与を組み込

む形で、発電所をアセス法の対象に加えた中環審の答申がようやくまと

まり、総理大臣に提出された。これを受けアセス法案の政府内協議は本

格化し、 1997年3月、自民党総務会、与党三党による政策調整会議の同

意を得て、同法案と電気事業法改正案が閣議決定され、国会に上程され

た法案は6月に参院を通過して成立した。アセス法制化が自民・社会・

さきがけ三党連立政権という比較的開放的な政治状況下で実現できたこ

とは確かで、ある。しかし通産省の関与は実質的に温存され、また環境庁

は原発問題への介入に消極的であり、アセス法制化は市民参加の拡大を

もたらしてはいない。

以上見てきたように、円卓会議や情報公開など、橋本政権期、特に第

一次橋本内閣期において打ち出された原子力行政の改革は、一定の象徴

的な意義を持つてはいたが、政策決定過程における原子力批判の反映を

保障するものではなかった。政策面での譲歩はなく、むしろ、これら象

徴的な危機管理が一通り打ち出された後、従来通りの原子力政策の方向

性を再確認しようとする動きが表面化していく。

まず総合エネルギー調査会の原子力部会は1996年6月に開始した審議

の中間報告を1997年1月に公表し、その中で核燃料サイクルの推進を再

確認するとともに、高速増殖炉開発の遅れへの対応として、軽水炉でプ

ルトニウム・ウラン混合 (MOX)燃料を利用するプルサーマル計画の

推進を提言した。これを受け原子力委員会は1997年 1月末、「当面の核

燃料サイクルの具体的施策についてJの中で、プルサーマルの促進と、

再処理事業の推進を決定した。さらに2月、内閣は核燃料サイクル開発

推進に関する閣議了解を行い、唯一旧状に復帰していない高速増殖炉に

ついては原子力委員会が同月、検討のための懇談会を発足させた。これ

ら一連の政策決定においては、もんじゅ事故を受けて原発集中立地三県

知事が提言した、核燃料サイクル政策全体の将来的な方向性の検討や、

その際の国民的対話と合意形成は省略され、円卓会議の議論とも切り離

された。また原子力委員会の専門部会に検討を委ねるとし寸従来型の方
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式も割愛された(吉岡1999、260-262頁)。

官庁の自信回復を支えたのは自民党のさらなる復調傾向である。 1996

年9月27日、橋本首相は衆議院を解散し、翌28日には社会民主党 0996

年1月党大会で社会党から党名を変更)とさきがけがそれぞれ分裂した。

離党した者の大部分は民主党を結成し、鳩山由紀夫と菅直人を共同代表

に選出した。 10月の衆議院選挙では、民主党は選挙前の勢力52議席を維

持したにとどまり、社民党は15議席へ、さきがけは 2議席へ転落した。

さらに羽田内閣期の旧連立与党(新生党、公明党、民社党、日本新党な

ど)が中心となって1994年12月に結成した新進党は156議席で野党第一

党となったものの、若干議席を減らし、選挙後に羽田元首相らが離党す

るなど、解党(1997年末)に向かい始めた。共産党も議席を増やしたと

はいえ、選挙の勝者は239議席へ回復した自民党であった。選挙結果を

受け1996年11月7日に第二次橋本内閣が発足したが、社民党とさきがけ

が閣外協力に転じた。自民党は1997年9月に単独過半数を回復し、 1998

年6月には単独政権にも復帰する。

しかし、原子力担当官庁の現状復帰への目論見は、再度の重大事故と

いう突発的な危機によって脅かされる o 1997年3月11日、動燃の東海再

処理工場で低レベル放射性廃液のアスフアルト固化処理施設で火災が発

生した。動燃は消化活動を行ったが、鎮火を確認しないままこれを中止

したところ、爆発が起き、大量の放射能が外部へ放出されたのである O

この事故でも動燃の科技庁に対する虚偽報告が発覚した。動燃に対する

国民世論の不信は回復不能なレベルに達し、国が動燃を通じて進めてき

た核燃料サイクル開発諸事業に関する再検討を促す世論が台頭する恐れ

が出てきた。

そこで原子力推進者は、改革を動燃の機構再編に楼小化させようとし

た。科技庁は1997年4月、科技庁長官の諮問機関として動燃改革検討委

員会を設置したが、その人選に当たっては原子力批判派を加えず、ドl民

意見聴取の手続もとらなかった。ここでも、動燃が進めてきた核燃料サ

イクル関連事業の是非や政策全体の将来像に関する検討は行われず、高

速増殖炉懇談会の審議とも無関係に結論が出された。科技庁が自民党の

行政改革推進本部の動燃改革案に準拠しでまとめた原案に基づき、動燃

改革検討委員会は8月に報告書を提出したO これに従い、動燃は核燃料
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サイクル開発機構という新法人へと改組され、動燃が行ってきた一部の

研究開発事業(海外ウラン探鉱、ウラン濃縮研究開発、新型転換炉開発)

は廃|トーされることになったが、どれも「もんじゅJ事故以前から近い将

来での廃止が予想されていたものばかりであった。「もんじゅ」事故で

問われた高速増殖炉や再処理などの技術開発は、そのまま新法人に引き

継がれることになった。動燃改革法案は1998年5月に国会で可決成立し、

同年10月、核燃料サイクル開発機構(核燃機構)が発足した。

橋本政権期の政府対応の締め括りは、省庁再編である。橋本内閣は「構

造改革」を旗印とし、特に行政改革については首相直属の「行政改革会

議jを設置し、 1997年9月には、 2001年1月実施を目標として22省庁を

l府12省庁へ改組するなどの方針を決定した。原子力行政との関わりで

は、まず環境庁が、すでに1997年の環境アセスメント法制化によって、

形式的で、あるにせよ、原発立地手続における意見表明の権限を強化され

ていたが、 2001年省庁再編によって、省へと昇格するとともに、放射能

の監視・測定の権限が初めて与えられることになった。

一方、科技庁は文部省とともに文部科学省に統合され、その許認可権

限は年々先細る研究開発段階の原子力施設に限られることになった。こ

れに対し通産省は「経済産業省jという巨大事業官庁に再編され、傘下

に新設される「原子力安全・保安院jが商業用原発のみならず、今や実

用段階にあると位置づけられた核燃料サイクル諸施設(再処理工場、核

燃料加工施設など)と FBR原型炉もんじゅ、 ATRふげんに対する許認

可権限を掌握した。こうした機構再編は、 1970年代後半の原子力行政懇

談会答申に基づく機構再編に見られた傾向との連続性がある。

第一に、 1970年代に比べ、環境アセスメント法制化と、それに伴う原

発建設のアセス対象化それ自体は、 1990年代にはもはや通産省といえど

も阻止できない流れとなっていたが、原発立地に対する環境アセスメン

トの内容面において、環境庁(省)の役割の形骸化を確保することには

成功した(長谷川1997;諏訪1997参照)。

第二に、 1970年代に原子力船「むつJの「漂流事件Jを機に原子力行

政再編が行われ、商業用原発に対する科技庁の許認可権限が通産省に奪

われたように、 1990年代には一連の動燃不祥事を機に、実用段階の核燃

料サイクル諸施設に対する科技庁の許認可権限が通産省(経済産業省)
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に奪われることになった。

第三に、 1970年代にも議論されていた原子力行政における「推進Jと

「安全規制Jを担う組織の分離は、 1990年代の行政機構再編でも行なわ

れず、 1978年設置の原子力安全委員会には原子力施設の許認可権限が与

えられず、また同委員会の性格も国家行政組織法8条に基づく首相の諮

問機関にとどまった(1)。許認可権限を持つ米国型の行政委員会は、また

しても日本では実現せず、むしろ省庁再編の結果、許認可権限は経済産

業省に一層集中することになった。しかし動燃不祥事やJCO臨界事故を

機に再燃した原子力行政への国民の不信感は、「推進jと「安全規制J
を同一省庁が担当しているという、「まさにこの構図に根ざしているJ(2)。

そうした国民からの批判を政府があえて無視したのは、原発立地の遅滞

を招きかねないような行政改革は何としてでも阻止したいという通産省

の頑なな意志が感じられる。これまで指摘してきた1970年代との連続性

は、そうした見方を裏付けるといえよう O

第二節地方の反乱と対案形成

l. I原子力斜陽化症候群」と地方の反乱

1995年以降の原子力政治過程における典型的な構図は、事故や業界不

祥事といった原子力産業の「斜陽化症候群J(高木2000) と呼ばれる事

件の頻発と、国の原子力政策に対する県知事の抵抗の公然化、及び1t民

投票運動の三要素の連関である。これらの要素が連関した政治過程の第

一ラウンドは、 1995年から1996年にかけて表面化した。前節で、見たよう

に、高速増殖炉「もんじゅjの火災事故と、事業者の動燃による不適切

な対応、及び原発の集中する三県の知事の提言である。相前後して進行

したのが新潟県巻町における住民投票運動であった。

B本では戦後の地方制度改革において、住民が議会に対して首長や議

員のリコールと条例の制定改廃の審議を求める直接請求制度が創設され

た。しかし住民が条例制定など特定案件の可否を住民投票によって直接

決定する制度は導入されなかったので、住民投票の実施は、法的根拠に

基づかない自主投票の形をとるか、住民投票条例を議会で制定させた上

で、その条例に基づく投票を実施するしかない。このうち自主投票は、
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1972年、柏崎刈羽と志賀の岡原発計画について、予定地の隣接地区で、

世帯単位で実施されたものがあるのみであった。

しかし1980年代に入ると、住民投票条例の制定を求める動きが活発化

する。その契機となったのは第五章で見た高知県窪川町の原発立地問題

である。 1982年の住民投票条例制定は全国的な関心を集め、以後、原発

などの特定施設の立地に関わる争点や各種開発事業計画の是非を問う住

民投票条例の制定を求め、地方議会に直接請求を行う地域住民の運動が

全国各地で活発化した。これらの直接請求のほとんどは議会で否決され

たが、 1988年には鳥取県米子市で大規模公共事業(農地造成を目的とし

た岡県と島根県にまたがる中海の淡水化)について、また1993年には三

重県南島町と宮崎県串間市でそれぞれ中電芦浜及び九電串間の原発計画

について、住民投票条例が制定された。ただ、窪川町の場合も含め、こ

れら四例では、住民投票条例が制定されるのと前後して、事業の推進主

体である県や電力会社が地域住民の多数の計画反対を見越し、計画の凍

結を打ち出したため、住民投票は実施されずに終わった。

これに対し、新潟県巻町の原発計画については、住民による自主管理

の住民投票をパネに、住民投票条例が制定され、これに基づく住民投票

が全国初めて実施された。新潟市の南西15キロ、柏崎市の北東40キロに

位置する巻町では、海岸部の一画、角海浜への東北電力の原発建設計画

が1969年6月に明るみに出た。それ以前から観光リゾート施設の建設と

称して土地買収が始められており、 1974年には一部を除いて予定地の大

半の買収が完了した。東北電力は1971年5月、当初は4号機までの大規

模原発計画を正式に発表し、巻町議会は1977年12月、原発建設への同意

を決議する。また1970年1月には建設反対を決議していた巻町漁協も、

1978年2月には条件闘争へと態度を転換し、 1981年l月に間瀬漁協(岩

室村)とともに、合計39億6000万円の漁業補償協定を東北電力と締結し

た。翌年には他の二漁協も合計7億9000万円の補償で妥結した。これを

受け1981年8月には通産省主催の第一次公開ヒアリングが開催され、同

年11月には電調審で計画が承認され、同12月に国の電源開発基本計画へ

の組み入れが閣議決定された。さらに1982年1月、東北電力は通産省に

原子炉設置許可申請を出した(横田1997、21-22頁)。しかし、その後、

買収できなかった反対派住民の共有地を避け、また電力需要の低迷に対

北i去54(5・386)1930



日本の原子力政治坦程(~ .完)

応するため、東北電力は1982年4月までに計画を 1号機のみに縮小した。

しかしそれでも未買収地は解消できず、なかでも二つの寺が所有する墓

地が残る町有地をめぐり、町長が仲介した買収交渉が1985年2月に決裂

する。その問、安全審査手続は1982年9月に中断された。

原発建設計画が停滞した要因にはまた、地元保守政界が二人の代議士

の系列に分かれており、一期ごとに町長が交代してきたことも指摘され

る。その際、原発建設に慎重論を唱えた候補が町長に当選し、当選後に

原発推進に変わると、次の選挙では新たな慎重派候補が当選するという

形で、原発が政争の具にされた。保守の票がかなり均衡していたので原

発反対の少数派住民の票がどちらに行くかで当選が決まるという構造が

あったようである。ところが1993年になって、この均衡が崩れ始める。

1993年6月、巻町議会は原発の早期着工を促す意見書を採択し、また

1990年8月に原発凍結を公約して再選された佐藤莞爾町長が、 1994年8

月の町長選挙では原発推進を公約に三選を果たし、巻町で原発推進を公

約に掲げて当選した初の町長となった(横田1997、23-24頁)。

しかし停滞していた原発計画が急展開を見せ始めると、反対派の危機

感も高まった。先の町長選挙では、杜会党など反原発グループの一部も

推した原発慎重派の候補に加え、原発反対派の候補も予想外の健闘を見

せ、両者の得票を合わせると佐藤町長の得票を上回っていた。また巻町

の杜会経済構造の変化に応じて、住民の意識も変化していた。 1970年に

33%を占めていた第一次産業従事者は、 1990年には12%へと減少する一

方、第三次産業従事者は42%から55%へと増加していた。かつての米作

中心の農村から、新潟市や燕市、三条市などへの通勤者が増える都市近

郊型の町に、また海水浴場や地ビール、ワイン製造などを目当てに多数

の観光客が訪れる観光の町へと様変わりし、人口も増え続けて3万人を

超え、町の財政状況も比較的良好で、あった(横田1997、19-20頁、 24頁)0 

町長選挙後の1994年10月、巻町で老舗の造り酒屋を営む笹口孝明を会

長に、「巻原発・住民投票を実行する会Jが発足した。会は原発建設に

対して中立の立場をとり、住民投票の実施に要求を絞った。会には従来

は反原発運動に関与していなかった住民層が参加し、中心となったのは

自営業者であったが、農家や主婦、公務員、会杜員、僧侶も加わってい

た(今井2000)0I実行する会」は11月、町長に住民投票の実施を申し入
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れるとともに、町がやらないのなら自主管理で実施する旨を伝えた。ま

た従来から反原発運動を支えてきた社会党・総評系労組や共産党系の各

反原発団体、反対共有地主会、及び1990年代初頭に結成された女性中心

のグループなど反原発6団体は、 1994年11月末、「実行する会jと共闘

するため、「住民投票で巻原発をとめる連絡会Jを発足させた。

同年12月、社会党の町議が発議した原発町民投票条例案は、賛成5、

反対15、棄権 lで否決されたが、議会内での原発推進派の圧倒的優位を

見て、「実行する会Jは自主管理での住民投票実現に向けて活動を本格

化させる。原発推進派は区長を動員して投票に行かないよう住民を威嚇

し、また町当局は公民館や町営体育館の貸し出しを拒否した。しかし「実

行する会jは町の施設貸し出し拒否に対し、地方自治法違反を理由に行

政訴訟を起こし、最終的には1995年10月に勝訴する。また町の選挙管理

委員会は投票箱などの備品を貸し出すなど、投票に協力した。 1995年1

月22日から 2月5日までの15日間にわたって行われた自主管理の住民投

票には有権者の約45%が参加し、うち95%、9854人が原発反対票を投じ

た。反対票は佐藤町長の二選時の得票を上回った。

しかし、町長は従来の姿勢を変えず、東北電力が1995年2月10日に町

有地売却を巻町に申し入れると、町長は同意を表明し、 2月20日に町有

地売却を可決するための臨時町議会の召集を言明した。しかし反原発派

の「連絡会」が当日、議会のある役場内で抗議行動を行うと、町当局は

機動隊による排除を要請せず、臨時議会は流会となった。その後、 1995

年4月に町議会選挙が行われ、住民投票派の三人の女性候補がトップ3

で当選するなど、住民投票派が議員定数22のうち12議席の多数を占めた。

ところが条例の制定を公約して当選した議員二人が公約を翻したため、

条例案は6月の議会で否決されるかと思われたが、 6月26日の採決では

原発推進派議員のうちの一人が「間違えてJ賛成票を投じたため、制定

反対派の議長を除き、制定賛成11、反対10で可決された。

この結果に対し、町長は最終的に、再議権を行使しなかった。むしろ

原発推進派は署名を集めて直接請求を 9月に行い、住民投票を「条例施

行日から90日以内に実施するjという規定を、「町長が議会の同意を得

て実施するjという規定へと改変する、事実上の無期限延期を意味する

条例改正案を議会に提案し、 10月に可決させた。そこで「実行する会j
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は10月28日、町長のリコール運動を開始し、 1万231人もの署名を集め、

町選管に提出した。これを受け佐藤町長は、リコールの署名審査の結果

を待たず、 12月15日に辞職した。町長辞職に伴う町長選は1996年 1月21

日に実施された。直前の1995年12月8日に高速増殖炉「もんじゅjが火

災事故を起こし、動燃による事故隠しが発覚するなど、原子力行政への

批判が高まっていたため、原発推進派は候補者擁立を断念した。町長選

では「実行する会」代表の笹口孝明が991票の対立候補に圧倒的な差を

つけ、 8569票を得て当選した。

新町長の下、議会は1996年3月、 8月4日の住民投票実施を可決した。

これを受け、 5月頃から原発賛成・反対両派によるキャンペーンとマス

コミによる報道が過熱した。条例に基づく投票運動は、公職選挙法の適

用を受けないため、戸別訪問や宣伝物の配布、テレビ・ラジオ CMなど

は自由に行われた。また各戸に配達される地元紙『新潟日報』朝刊には、

ほほ毎日のように賛成・反対両派の折り込みビラが入れられた(今井

2000、56頁)。自治体の規模が小さいため、全戸にビラを配布しでも費

用は5万円程度で済むという事情もあった。また原発推進派は、 4月に

推進派住民団体を立ち上げて東電柏崎原発の見学ツアーを組織した他、

自民党や新進党、公明などの支部組織や県議、町議の後援会を動員し、

また東北電力や県建設業協会巻支部、町商工会などの経済団体を母体に

投票運動を行った。なかでも東北電力は、社員80人を投入して町内全八

千戸の個別訪問を行った。さらに通産省・資源エネルギー庁も町内で6

回もの連続講演会を聞いた(横田1997、38頁)。

また 5月、町主催の原発シンポジウムが開催され、賛成・反対両派が

専門家と町民を一名ずつ指名し、専門家は40分間の講演を、町民代表は

20分間の意見陳述を行い、その後に会場からの質疑に専門家が答えると

いう形式で行われ、司会役には巻町民と無関係の新潟市在住のフリーア

ナウンサーが務めた。賛成派の専門家には科学ジャーナリストの中村政

雄が、また反対派の専門家には原子力資料情報室代表の高木仁三郎が、

それぞれ指名された(今井2000、56-57頁)0

投票結果は、投票率88.29%、うち原発反対が60.85%、賛成が38.55

%、無効票などが0.59%となり、有権者総数に占める比率も賛成34.04

%に対し、反対が53.73%で過半数を占めた。投票結果を受け、原発計
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闘は再び凍結状態に陥ったが、原発交付金による土木事業の誘導に腐心

する保守派の町会議員は、その後も事ある毎に町長の町政運営を妨害し

続けた。また1999年4月の町議選では住民投票派の当選者が原状の9人

にとどまり、原発問題への態度を明らかにしない残りの議員はむしろ一

人増えて13名となり、旧来通りの地域ボスが当選する構造も変わらな

かった。さらに2000年1月に予定された町長選挙が近づくにつれ、住民

投票派の町民の危機感は強まった。 1999年8月31日、笹口町長は落選し

た場合に備え、「実行する会Jのメンバーら23人の町民に原発の炉心予

定地付近の町有地743平方メートルを1500万円で売却した。巻町の条例

によれば五千平方メートル以内の町有地は町議会に諮る必要はなく、町

長が自身の判断で決定できることになっていた。また売買契約書には購

入者以外への転売や賃貸を禁じる条項が盛られ、誓約書も交わされた。

これに対し、原発推進派はかつて推進派の長谷川町長(当時)が随意契

約で町有地を東北電力に売却した前例を差し置いて、笹口町長と町有地

の購入者を相手取り、所有権移転登記の抹消を訴える訴訟を起こした。

しかし2001年3月、新潟地裁はこの訴えを退けた。その問、町長は2000

年l月の選挙で、町の農政課長だ、った新人候補を僅差で破り、再選された。

この辛勝の背景には、町有地売却で町長批判が出たにもかかわらず、 9

月末に発生した JCO臨界事故で原子力への不信感が再び強まり、町長の

決断を評価する声も強まったことが指摘される(今井2000、66頁)。

こうして巻原発計画は凍結状態に陥った。しかし政府はもんじゅ事故

に応じた原子力政策の再検討を避け、結果的に事故・不祥事・知事の反

乱・住民投票運動という連関過程が1999年から再び表面化した。この第

二ラウンドの焦点となったのは、序論で、触れた軽水炉で、のプルトニウム

利用、いわゆるプルサーマル計画の是非という争点であった。日本政府

は高速増殖炉 (FBR) によるプルトニウム利用の実用化を原子力政策の

究極目標として追求してきた。資源量に限りのあるウランを燃料とする

軽水炉の運転だけでは、原子力は化石燃料に対して十分な優位性を持て

ない。資源利用効率で優位に立てるとすれば、使用済核燃料の中に発生

したプルトニウムを再処理工場で化学的に分離抽出し、それをウランと

の混合酸化物 (MOX)燃料に加工して FBRで利用する道が確立してか

らのことである。
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ところがもんじゅ事故で、高速増殖炉実用化の目途が立たなくなる-方、

再処理によるプルトニウムの抽出は英仏への委託を通じて続き、日本の

プルトニウムの在庫は増加し続け、核兵器材料となるプルトニウムを余

分に保有しないという日本の国際公約に反する状態になった。しかしな

がら、第五章で見たように、電力業界は再処理工場建設を名目に、それ

に付随する施設として使用済核燃料の貯蔵プールや低レベル核廃棄物の

施設の建設を青森県と六ヶ所村から確保していた。電力業界は、莫大な

費用のかかる民間再処理工場の運転開始には本音では消極的であるが、

建設中止を言い出せば、青森県による同意の基盤が崩壊してしまうため、

再処理の停止を公式に打ち出すことはためらわれる。従って電力業界と

政府との間で新たな利害調整が決着するまでは、従来の政策通り、再処

理は続行されねばならず、これを正当化するためには、事実上挫折した

高速増殖炉開発の旗は掲げ続けながら、プルトニウムの使い道を探して

時間稼ぎをする必要があった。そこで政府は、本来はウラン燃料用に設

計されている軽水炉で、 MOX燃料を消費するプルサーマル計画の実施を

電力業界に要請したのである O 電力業界も国策への協力を了承し、立地

自治体も基本的にこれを受け入れ、早ければ1999年中にも関西電力の高

浜原発を皮切りにプルサーマル実施が各地で、開始される予定であった。

しかし計画の綻びは外国からやってきた。 1999年8月、日本がMOX

燃料の加工を委託していた英国核燃料会社 (BNFL)が、高浜3号-機用

MOX燃料のベレット外径検査データに不審な点のあることに気づいて

調査を開始し、このことは内部告発によって 9月14日、英国の新聞を通

じて明るみに出た。その問、高浜4号機用の MOX燃料は 7月に英同を

出発し、 10月1日に高浜原発に到着したが、 3号機用だけでなく、 4号

機用燃料にもデータ担造の可能性は否定できなかった。しかし関電は早

くも 9月24日、 4号機用燃料には「不正なしjとの「中間報告」を発表、

通産省もこれを妥当と発表したのである。さらに関電は同趣旨の「最終

報告」を11月1日に発表し、原子力安全委員会と通産省資源エネルギー

庁もこれを妥当と認めた。

しかし英国政府の原子力施設検査局 (NII) は11月8日、 4号機用燃

料データにも担造の疑いがあることを指摘した書簡をロンドンの日本大

使館に通知し、その内容はすぐに通産省にも伝えられたが、通産省はこ
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れを公表せず、関電にも通告しなかった。その問、 11月19日には福井県

と関西の市民212人が、高浜4号機用 MOX燃料の使用差し止め仮処分

命令を求めて大阪地裁に提訴していた。その後12月15日、 BNFLは関電

に対し、 4号機用燃料にもデータ担造の疑いがあるので使用しないこと

を求めてきた。関電から報告を受けた福井県は12月16日、 4号機燃料を

使用しないよう関電に申し入れ、また15日に公表されたNIIの書簡も証

拠として裁判所に提出された。その結果12月16日、関電は4号機用燃料

の使用中止を発表するに至り、プルサーマル計画の開始を延期したので

ある(グリーン・アクション他2000)(3)。

以上のような経過は、プルサーマル実施が予定されていた原発を抱え

る県の当局や住民に政府や電力会社の姿勢に対する不信感を植え付けた。

その不信感を決定的にしたのはMOX燃料の不正疑惑発覚と時を同じく

して発生したJCO臨界事故であった。 1999年9月30日、住友金属系の核

燃料加工会社、 JCOの東海村の再転換工場において、 3名の作業員が比

較的高濃縮のウラン粉末を高濃度の硝酸に溶かして溶液を作る作業を

行っていた。これは最終的にはプルトニウム溶液と混ぜて核燃機構の高

速増殖実験炉「常陽J用のMOX燃料に製造するための準備作業だった。

しかし高濃縮の核分裂性物質は、ある一定の量や密度に集積すると、自

然に核分裂連鎖反応が生じる「臨界j状態に達し、中性子を周囲に撒き

散らす「臨界事故jを引き起こす危険性がある。このため高濃縮・高濃

度のウラン溶液を扱う工程では、取扱量の管理と、高密度にならないよ

うに容器の形状や寸法を設計することが必要であった。しかしJCOの工

場では、コスト削減を優先する経営方針の下、形状寸法管理のなされて

いない容器にバケツで規定量以上の溶液を一度に注いで撹排するといっ

た違法な作業方法が常態化していた。その結果1999年9月30日、臨界事

故が発生し、作業員三名が急性放射線障害の重症を負い、うち l名は2ヶ

月後、もう 1名は7ヶ月後に死亡した。またJCOの他の社員や労働者多

数のほか、原子力事故であることを明かされずに駆けつけた消防署員や、

自治体への通報の遅れから事故を数時間知らずに過ごした周辺住民、臨

界を停止させるための危険な任務に従事した原研職員など、 400人以上

が中性子の被曝を受けた。

この事故により、原子力政策に対する国民の不信感は再ぴ高まり、こ
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れまで原子力産業に依存してきた自治体でも、住民の聞で原子力批判が

表面化し、国策への協力を要請されていた県の当局も、原発立地やフ。ル

サーマルの受け入れの見直しを公然と表明するようになる。

県レベルの最初の決定的な動きとしては、 2000年2月22日、三重県の

北川正恭知事が中電芦浜原発計画の白紙撤回を求める考えを県議会で表

明したことが挙げられる。これを受け、中電は36年余り膝着状態にあっ

た同計画を撤回し、通産省も同日、 2010年までに原発を最大二十基増設

するとしていた方針を断念せざるを得なくなった。通産省の姿勢は軟化

のきざしを見せ、 2000年4月に新たな「需給見通しJの策定を目的に十

年ぶりに聞いた総合エネルギー調査会総合部会では、脱原子力と自然エ

ネルギー推進を唱える NGO関係者(飯田哲也)も初めて委員に加え、

原発の増設目標の縮小や二酸化炭素排出削減のための施策も議論するこ

とになった。にもかかわらず、通産省の姿勢は「対話ムードJの演出の
域を越えることはなかった(4)。原発建設では2000年8月に中国電力島根

原発3号機、また10月には北電泊原発3号機の増設計画が電調審で承認

された。同じ2000年10月には山口県上関町への中国電力の原発立地計画

について通産省は第一次公開ヒアリングを実施し、反対派による抗議行

動を招いた。通産省はまたフ。ルサーマル計画の推進でも従来通りの姿勢

を変えなかった。しかし、こうした原子力政策の見直しを棚上げにする

姿勢は、再び地方の反乱を招くことになる。

今度の反乱の元は、福島県であった。 1998年11月、岡県知事の佐藤栄

佐久と原発立地町村は、福島第一原発3号機でのプルサーマル実施に同

意していた。しかし、 1999年のMOX燃料検査データ担造事f守の発覚を

機に、ベルギーのベルゴニュークリア社が製造した東電用のMOX燃料

にもデータ担造の疑し、がなかったかを問う声が上がった。しかし通I'F.省、

は2000年8月10日、「安全性を確認した」と主張してベルゴ社製燃料に

合格証を交付した。これに対し、福島県内の反原発市民グループは、東

京のグリーンピース・ジャパンや原子力資料情報室と協力して福島以党

でのMOX燃料使用差し止めを求める仮処分申請を 8月9日、福島地裁

に申し立てた。「東電MOX差止裁判の会Jは事務局をグリーンピース・

ジャパン内に置き、ベルギーの新聞への意見広告やMOX工場立地点の

市長を訪問するなど、国際NGOのネットワークを利用したキャンベー
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ンを行った。また原告は全国的に募集され、最終的には双葉郡住民48人

を含む福島県民930人、県外者985人の合計1915人に膨れ上がった。さら

に福島県知事への働きかけも重点的に行われた。その結果、福島県知事

は2001年2月26日、東電が4月から実施する予定だった福島第一原発3

号機でのプルサーマル実施を当面受け入れない考えを県議会で表明する

とともに、 3月には国の原子力政策全般を県の立場から批判的に検討す

るための委員会を設置し、脱原子力派の学者や NGO関係者も招聴して

活発な問題提起をするようになった(5)。

福島と並行して、プルサーマル計画の先行実施が予定されていた他の

二地点、福井県・高浜町と新潟県・柏崎市・刈羽村では住民投票条例運

動が活発化していた。 1999年12月、プルサーマル実施の是非を住民投票

で決める条例の制定を求める高浜町の住民グループが、有権者の5分の

lに当たる1987人分の有効署名を集め、直接請求を行った。しかし高浜

町議会は2000年1月、住民投票条例案を反対13、賛成4の圧倒的多数で

否決した。

また新潟県柏崎市と刈羽村でもすでに1999年3月、両議会がプルサー

マルをめぐる住民投票条例案を否決していた。しかし刈羽村'議会では住

民投票条例案が翌年に再び提出され、 2000年12月26日、村議会は条例案

を賛成9、反対8で可決した。条例案可決の背景には、 1999年3月の時

点でー人にすぎなかった条例賛成派議員が9人に増え、うち 6人は、そ

の聞の村議会選挙や村議補選で、の初当選者だ、ったことがある。また村議

補選と同時に実施された2000年11月の村長選挙では東電の意向をくんだ

品目候補が当選したものの、プルサーマル反対論や慎重論の複数候補が

合;ilで6割の支持を得ていた (r反原発新聞.1274号、 2001年1月20日)。
さらに2000年10月に生涯学習センター「ラピヵ」をめぐるピンはね疑惑

が琵覚したことも背景にある。これは通産省所管の財団法人「日本立地

センタ-Jから1990年に独立した同省職員の天下り団体「電源地域振興
センターjが基本構想を手がけ、大手ゼネコンなどが工事に関わり、総

L費641意円余のうち56億円余が電源立地促進対策交付金から支出されて

建設された。しかし一枚12万8千円で設計された畳に実際には 9千数百

円の普及品が使われているなど、二百箇所も不正工事が行われ、畳の差

額だけでご百数十万円が行方不明となっていることが発覚した。
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条例案可決に対し、刈羽村村長は拒否権を発動、議会の三分のこの賛

成を必要とする再議に付したため、条例案は賛成9、反対9で廃案になっ

た。しかし住民グループは2001年3月2日、有権者の37%、1600人の署

名を集めて直接請求を行った。条例案は4月18日、再び提出され、村議

会は賛成9、反対6、欠席と退席各 1で可決した。再度の可決を受け村

長は4月25日、再議を断念し、 5月27日の住民投票実施を発表した。

その問、福島でも重要な動きがあった。知事の受け入れ拒否表明から

一ヵ月後の2001年3月23日、福島地裁は MOX燃料の検査データに「不

正はなかったjとして使用差し止めの仮処分申請を却下する一方で、「東

電が検査データを公開するよう努めた形跡がないJことを批判した。続

いて 3月28日、福島県知事は、「県民の大半が反対しているjとして、

少なくとも2002年夏まではプルサーマルを認めない方針を明らかにし

た(6)。続いて2001年5月27日、刈羽村で住民投票が実施され、投票率は

88.14%の高率に達した。「保留jという暖妹な選択肢が設けられたにも

かかわらず、保留は3.63%にとどまり、賛成42.52%に対しプルサーマ

ル反対が53.40%で多数となった。有権者に占める割合でも反対は47.07

%に達し、賛成37.48%を引き離した。

住民投票でのプルサーマル反対派の勝利は、相次ぐ原子力事故や不祥

事を契機とした原子力産業や行政に対する不信感増大を背景としてい

た(7)。その際の対立軸は、電力会社と通産省に抗して、住民投票を求め

る住民、それを支援する都市の市民運動や NGO、及び協力拒否を宣言

する県知事という構図となった。

2.対案形成と法制化をめぐる攻防

このことは、エネルギ一政策をめぐる社会的対立軸の流動化を示唆す

る。全国的には、原発批判世論の優位はチェルノブイリ原発事故以来、

完全に定着した(朝日新聞世論調査:1996年2月、 44%、1999年10月、

42%、2000年12月、 48%)。世界的にも地球温暖化防止をめぐる EUゃ

日本、米固などの戦略の相違が鮮明になるにつれ、これからのエネルギ一

戦略を原子力重視で行くのか(日本)、化石燃料中心で行くのか(米国)、

それとも天然ガスへの転換とともに風力やバイオマス、太陽などの再生

可能自然エネルギーの開発利用推進に賭けるのか(ドイツ・スウェーデ
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ン)、各国の政府や産業界は選択を迫られるようになった。各国がとも

に期待を寄せる燃料電池の実用化についても、その燃料となる水素を石

油から取り出すのか(米国・日本)、それともバイオマスや天然ガスか

ら取り出すのか(ドイツ・スウェーデン)、といった選択の問題が浮上

してきている。こうしたことを背景に、日本国内でもエネルギー問題を

めぐる社会的対立軸は従来の図式を横断する形で大幅に再編されつつあ

る。

そのことは MOX燃料をめぐる不祥事やJCO事故と前後して、 1999年

から明確化してきた。再生可能自然エネルギーの効率改善が飛躍的に進

み、都市部では太陽光発電、地方では風力を中心に、自治体や市民によ

る導入が急速に拡大してきた。そうした動きはこれまで外国での風力発

電所建設に関わってきたトーメンなどの商社や、電力市場自由化 (2000

年の電気事業法改正に基づく、大企業による自家発電の余剰分の大口小

売り自由化)をにらんで発電部門への進出を図るガス会杜など、産業界

の一部からの後押しも受けるようになった。

こうした中、自然エネルギーによる発電のさらなる拡大にとっての障

害として浮上してきたのが、電力会社による任意の買い取り上限枠の設

定である。風力発電の設置が最も伸びている北海道では、 1999年の52基、

設備容量三万八千キロワットから、 2001年春までに92基、七万キロワッ

トへと急増し、さらに55万キロワット分の計画がある。しかしこうした

電力の大半を買う立場にある北海道電力は1999年、 2001年度までの三年

間で買い取り枠の上限を15万キロワットとする方針ーを決めた。この枠は

すぐに埋まったため、洋上に風車9基を建設して北電に売電し、養殖施

設用の電気もまかなう日本初の「洋上ウインドファームj構想を打ち出

していた瀬棚町の町長は2000年12月の町議会で構想の先送りを表明し、

また稚内市の宗谷岬での風力発電所建設計画も中断していた(針。

これに対し、ドイツやデンマーク、スペインなど1990年代に風力発電

が爆発的に普及した国では、自然エネルギーで発電した電力の優遇価格

での買い取りを電力会杜に義務づける法律の制定が起爆剤になったと考

えられるようになった。そこで日本でも同様の法律の制定を目指すため、

1999年5月、20を超える数の全国の環境NGOによって、「自然エネルギー

促進法」推進ネットワーク (GreenEnergy Law Network， GEN)が結成さ
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れた。代表には日本総合研究所主任研究員で自然、エネルギー推進運動の

中心人物に浮上してきた飯田哲也が就き、副代表や顧問には原子力資料

情報室の担当者や北海道グリーンファンド(後述)、気候ネットワーク

の代表、 R-DAN運動の活動家や学者、反原発派の弁護士などが名を連

ねた。 GENは1999年11月には自然エネルギー促進策について市民と行

政担当者が話し合う場として「自然エネルギ一円卓会議jを聞き、資源

エネルギー庁新エネルギ一対策課の担当者とも意見を交わした(9)。また

GENと連携した中央政治の動きとして、同じ1999年11月、社民、民主、

公明、自由、自民にまたがる超党派で衆参両院二百人以上の国会議員の

参加を得て、自然エネルギー促進法議員連盟が発足し、愛知和男元環境

庁長官(自民党衆院議員、当時)が会長、加藤修一(公明党参院議員)

が事務局長に就任した。

自然エネルギー促進法制定を求める動きはまた、自然エネルギーの開

発利用を通じた町づくりを進める自治体や地方住民の期待も集めた。最

も関心の高かった北海道では、 2000年9月の芦別市議会を皮切りに、札

幌や旭川、画館、帯広、釧路、稚内など29市のほか、大規模風力発電所

のある苫前町など21町も含め、合計で道内全自治体の4分の lに当たる

50議会が同法案の早期成立を求める決議や意見書を採択した。

GENや議員連盟の活動、地方議会の決議採択と並行して、市民レベ

ルでは新しい自助型の試みが行われてきている。全国的な注目を集めて

いるものとしては、生活クラブ生協北海道を母体に1999年7月に設立さ

れた北海道グリーンファンドによる「グリーン電気料金」の試みがある。

これは、同ファンドの会員が電気料金の最大 5%を上乗せした額を同

ファンドに支払い、同ファンドは北電への電気料金支払いを代行すると

ともに、 5%の余剰分は将来の風力発電所建設のために留保するという

仕組みである。 5%の寄付の額は、電力消費量の削減によって減らすこ

とが可能なので、会員に電気の節約を促す経済的誘因として働く。同フア

ンドの会員数は、 2000年10月までに、「グリーン電気料金j制度参加の

個人会員が873人、年間五千円の定額個人会員が86人となっている (W北

海道グリーンファンドNewsLetted No.8， 2000年11月1日)。他方で、

一基で約二億円はかかる大型風力発電所の建設には会費収入だけでは不

十分であり、また NPO法人となったグリーンファンドは営利事業を制
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限され、法律上の出資制限や金融機関による融資対象からの除外が適用

されるため、市民から別途出資を募って i(株)北海道市民風力発電」

が2001年2月に設立された。出資金は一口50万円という比較的高額に設

定したにもかかわらず、 6月までに合計一億三千万円分の出資が市民か

ら寄せられ、建設費用の65%以上を自己資金でまかなうことができた。

「市民風車」第一号機は3月末に仮着工され、 9月までには運転を開始

する予定となっている。こうした活動は全国的にも注目を集め、 2001年

5月には朝日新聞が先進的な環境事業に対して授与する「明日への環境

賞Jを受賞した。
こうした市民の試みが注目を集めるにつれ、電力買い取り義務化に反

対する電力会社も自然エネルギー促進に消極的であるという批判に応え

なければならなくなった。そこで九電力会杜は2000年秋から、市民の動

きを模倣したグリーン電気料金制度を導入し始めた。例えば北電は2000

年9月、「北海道グリーン電力基金Jの設立方針を発表した。その仕組

みは、参加者から毎月、電気料金と同時に銀行口座から定額の「協力金J

一口五百円を引き落とし、集めた「協力金」は北電からの同額の拠出金

を加えた上で既存の北電傘下の財団法人・北海道地域総合振興機構(通

称・はまなす財団)が管理し、毎年度末に太陽光や風力発電の設置費用

に対して助成するというものであった(10)。北電の「グリーン電力基金J

は2000年11月の設立から2001年3月末までに430口、 21万5千円の加入

があり、これに北電からの拠出金と合わせて計51万5千円とし、初回の

助成は2001年11月に稼動予定の遠別町(留萌管内)の風力発電事業となっ

た(11)。しかし北電による同基金の半分以上は北電が拠出し、また基金制

度の参加者は北電社員が主体となっていると考えられ、総額も「市民風

車Jへの一人分の出資額程度でしかない。使命感を持った市民からの熱

意に支えられない電力会社の「グリーン電力基金J制度が一般市民の聞

でどの程度受け入れられるかは今後の課題であろう。

このように自然エネルギー促進を求める動きは従来の原発反対・推進

の図式を越えて、中央の政党、都市の NGO・NPO、地方自治体にまた

がる形で広がりを見せるようになった。しかし2000年4月までにまとめ

られた「促進法案」は結局、自民党内の抵抗により国会提出にまで漕ぎ

着けることができなかった。 2000年夏の衆議院選挙で議員連盟会長の愛
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知和男が落選し、代わって会長を引き受けた橋本竜太郎元首相は自然エ

ネルギー促進法案実現に消極的な姿勢を露呈させた。むしろ原発推進派

の方が、電力業界や公共事業に権力基盤を置く自民党議員や、電力労組

出身の民主党議員を中心に、法制化という手法を用いて原発推進路線の

固定化を図る戦略を追求するようになった。その結果、 2000年春から、

原子力に関係する重要法案が自民党・公明党・保守党の堅固な多数派を

背景に、次々と国会で可決された。

まず2000年5月末、「特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律」が

参院本会議で可決成立した。同法成立を受け、電力業界は10月、「原子

力発電環境整備機構Jの設立を申請し、通産省から認可を受けた。これ

は今後25年ほどの聞に高レベル核廃棄物の最終処分地を選定した上で処

分場を建設し、処分を実施する事業主体である。そのために電力会社か

ら徴収した拠出金を管理運営する主体としては、 2000年11月、財団法人

「原子力環境整備センターjを改組した[原子力環境整備促進・資金管

理センター」が通産省によって指定された。電力会社からの拠出金は電

気料金に転嫁されるので、最終的には消費者が最終処分費用を負担する

ことになる O ここでもまた高コストの商業用原発事業の継続を保障する

ため、莫大な経済的・社会的費用を社会化し、電力業界にとって外部化

する「基本合意IIJのパターンに沿った仕組みが導入されたことになる。
また2000年12月には、電源特会だけでは飽き足らず、原発の周辺地域

への振興策を一般会計からの国庫補助によって強化する「原子力発電施

設等立地地域の振興に関する特別措置法」が国会で可決成立した。この

法律では、原子力防災を名目として緊急に整備が必要と考えられる事業

を盛り込んだ振興計画を立地地域の知事が作成し、それが首相を議長と

して閣僚8人で構成する「原子力立地会議」の承認を受けると、計画に

盛り込まれた事業に対する国の補助率が通常の50%から55%へと引き上

げられる。その際、防災に必要な事業の名目で、道路建設や学校の新築・

増築のほか、交通や通信施設、産業振興、生活環境の整備、福祉の増進、

科学技術振興など、あらゆる公共事業を盛り込むことができる。しかも

計画の実現のため、国が財政支援や税制優遇措置をとる努力義務がある

ことも条文に明記された。さらに原子力施設の立地自治体だけでなく、

広く周辺地域も補助金受給の対象にされた。この法案は元々、 2000年3
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月、新潟県選出の桜井新代議士を中心とする自民党の「電源立地等推進

に関する調査会jのプロジェクト・チームで作成され、 4月下旬に自民

党総務会で了承された。同時に、同法案を作成した自民党内原子力推進

派は、愛知和男・自民党代議士を会長として超党派でまとめた自然エネ

ルギー促進法案を自民党総務会が了承することに反対を唱えた。これに

対し、公明党は原発推進法案に慎重姿勢をとったため、両法案はしばら

く国会に提出されなかったのだが、その後、公明党が折れ、年末に東電

出身の加納時男参院議員を中心とする自民党商工族によって原発推進法

案のみが提出され、可決成立したのである(12)。

さらに2001年4月には住民投票運動や知事の拒否宣言を封じ込めるた

め、自民党の政務調査会エネルギー総合政策委員会(甘利明委員長)が、

「エネルギー基本法案jをまとめた。これは明らかに原子力の優遇を念

頭に置いて、エネルギ一政策を決定する際に環境適合性や電力市場自由

化よりも安定供給を上位の原則として考慮すべきことを調い、また国策

としてのエネルギ一政策推進に自治体も協力する旨を規定したものであ

るυ 同法案!士最終的に2002午:6月、参議院で可決成立した(3)。

相前後して自然エネルギー促進法案に対する経済産業省の対案として、

「新エネルギ一等の利用に関する特別措置法案Jが2002年6月に可決さ

れた。これは6種類が指定された「新エネルギーjで発電した電力を一

定量購入することを国が電力会社に義務づける内容であるが、「新エネ

ルギーJの定義には風力や太陽光だけでなく、それらよりも現状では明

らかにコストの安い廃棄物発電も含まれており、また義務量自体が少な

く、電力会社による一方的な買取価格決定権を認めてもいるため、自然

エネルギーの導入をむしろ抑制する可能性が指摘されている。この法案

は政府が地球温暖化防止を目的とした京都議定書に批准するための国内

立法措置として打ち出したものでもあるが、温室効果ガスである二酸化

炭素の排出増加をかえって助長する恐れがあると批判されている。

このように支配的連合が巻き返しに転じた背景には、政治情勢を見る

ことができる。自民党は1998年夏、橋本政権末期から単独政権に復帰し

たが、その後も参議院では過半数割れを克服できていない。日本の政治

システムでは、予算案などを除き、通常の法案の審議では参議院は衆議

院と実質的に同等の権限を持つため、与党は両院での多数派確保に腐心
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せねばならない。そこで1999年1月からの小淵第一次改造内閣では、自

由党を、また同年10月からの第二次小湖改造内聞からは公明党も加えた

三党連立政権を形成し、さらに小測の急死を受けて2000年4月に発足し

た森政権では、自由党の政権離脱を機に分裂した政権残留組によって結

成された保守党 (2002年12月には民主党離党者を吸収して保守新党と改

名)と公明党との三党連立政権を組むようになった。森首相の不人気で

自民党は一時深刻な危機に陥ったが、 2001年4月の自民党総裁選では森

派の小泉純一郎が旧来の自民党の権力構造を壊すと宣言して人気を博し、

勝利を収めた。 2001年7月の参院選では自民党が勝ち、三党連立政権を

維持した。公明党には熱心な自然エネルギー推進派の議員もいたが、党

全体としては連立の枠組みを重視する傾向を強め、一連の原子力推進法

案に対する抵抗力を見せなかった。

同時に、一連の法案審議などの過程では、民主党の迷走が浮き彫りと

なった。例えば民主党は当初、特別措置法案に反対の立場をとっていた

が、参院民主党は2000年11月29日、電力総連出身の足立良平参院議員を

窓口に、与党側との法案修正協議に応じた。しかし民主党の「ネクスト・

キャビネット (NC、影の内閣)Jの北橋健治「消費者産業担当相jと岡

田克也政調会長らは、原子力批判派ではないが、これに反対し、最終的

に参院民主党は参院本会議で同法案に反対の立場をとった(j.jj。また先の

参院選では、返り咲きを果たした桜井新を始めとする電力業界系自民党

議員候補に加え、電力総連系民主党議員候補も次々と当選した。さらに

民主党が自民党系や松下政経熟出身の新保守系、民社党・同盟系、社会

党系などの寄り合い所帯であり、党内で基本政策に関する合意も形成で

きなければ、党内規律も欠くという構造的弱点を示していることも、エ

ネルギ一政策に対する方針が定まらない要因となっている。加えて、経

済産業委員会など関連委員会における民主党の理事が鳩山由紀夫党首や、

後に離党する熊谷国会対策委員長の「責任野党J原則に呼応して、政府

提出法案の審議開始に容易く応じてしまい、野党としての抵抗力を見せ

なくなったことも指摘できる。既成政党の中では社民党と共産党が一連

のエネルギ一関連法案に一貫して批判的だ‘ったが、現在の政治情勢のIp

では周辺的な存在になっている O

このように脱原子力の政治的連合は崩壊状態にあるが、社会レベルの
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連合は依然、活発である。ただ、原子力推進派の方も地方への攻勢を強め

ている。芦浜に近い三重県海山町では、中部電力による立地計画の表明

がない段階で、地元の推進派が住民投票という手法を使って原発誘致に

乗り出した。ただ2001年9月に制定された条例に基づく住民投票は11月

18日に実施されたが、直前に中部電力の浜岡原発で配管破断事故が起き

たことが影響して、反対派優位の結果となった。また、プルサーマル実

施に反対が多数の結果となった刈羽村では村長が、経済産業省や東京電

力の後押しを受け、住民投票の結果を相対化するための住民との「対話

集会Jを2002年7月から頻繁に開催し、合意形成の仕切り直しを試みた。

ところが2002年8月29日、東京電力の福島や新潟・柏崎刈羽の原発で80

年代から90年代にかけ、水漏れ事故やひび割れなどの事実が報告されず、

また隠蔽工作も行われてきたことについて、経済産業省・原子力安全・

保安院が発表せざるを得なくなる。これによって新潟県や福島県はプル

サーマル計画受け入れの事前了解を白紙撤回し、また他の電力会社の原

発でも同様のトラブル隠しが次々と発覚し、東電の全17原発や中電・浜

岡原発の全問号機が再点検のため停止を余儀な〈された。ただ、こうし

た事態を逆手に取り、経済産業省・保安院は従来から電力業界とともに

原発のコストダウンのために狙ってきた検査基準の緩和を電気事業法の

改正として何年12月に実現させたのである。

まとめ

1992年から政界再編が本格化する中、原発問題への関心は低下し、政

権参加した社会党の政策転換によって、反原発運動の旧来の動員基盤も

弱体化した。他方で、非自民連立内閣や自社さ連立の村山及び橋本政権

下では、原子力政策に関する情報公聞が進められ、政府・原子力推進派

と反対派の対話も奨励された。また電調審による新規原発計画の承認も、

1994年3月の一件を例外として、 1988年春からの凍結状態が1996年夏ま

で続いた。しかし政党政治でのエネルギ一政策論議は低調であった。

こうした状況を一変させたのは1995年12月に発生した高速増殖炉「も

んじゅ」のナトリウム漏れ・火災事故と、事業者の動燃による不適切な

対応であった。事故から問もない1996年1月、原発の集中する福島・新

潟・福井三県の知事は連名で、政府に対し、核燃料リサイクルやプルサー
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マル計画など今後の原子力政策の基本的方向について再検討し、その過

程で国民各界各層の幅広い議論・対話を通じた合意形成を図るよう提言

した。相前後して新潟県巻町では、条例に基づく住民投票が日本で初め

て実施され、原発の立地に反対の意見が多数を占めた。

これに対し、橋本政権は原子力行政改革として、円卓会議の設置や情

報公開の拡大、環境アセスメント法制化などの対応を打ち出した。しか

しこれらの対応は政策決定過程における原子力批判の反映を保障するも

のではなく、その後は従来通りの原子力政策の方向性を再確認しようと

する動きが表面化していった。官庁の自信回復を支えたのは自民党のさ

らなる復調傾向である。 1996年10月の衆議院選挙では、新たに結成され

た民主党が選挙前の勢力を維持したにとどまり、また社民党は弱小勢力

へと転落した。羽田内閣期の旧連立与党が中心となって結成した新進党

も1997年末に解党した。 1996年11月に発足した第二次橋本内閣では社民

党とさきがけが閣外協力に転じ、自民党は1997年9月に単独過半数を回

復、 1998年6月には単独政権にも復帰する。

その問、 1997年3月に動燃の東海再処理工場で火災が発生し、動燃は

再び不適切な対応、を示したため、原子力推進者は動燃を核燃料サイクル

開発機構に再編して危機を収拾しようとした。また橋本政権が決定した

省庁再編では、省、に昇格する環境庁に放射能の監視・測定の権限が初め

て与えられはしたものの、文部科学省に統合される科技庁の許認可権限

の大半は、「経済産業省jという巨大事業官庁に再編される通産省に移

管されただけで、原子力行政における「推進」と「安全規制jを担う組

織はここでも分離されないままとなった。

しかし事故・不祥事、知事の反乱、住民投票運動という連関過程は

1999年から再び表面化した。 1999年9月、英国核燃料会社 (BNFL)に

よる高浜原発向けMOX燃料検査データ担造事件が発覚し、また同月末

には住友金属系の核燃料加工会社、 JCOの東海村の再転換工場において、

違法な燃料加工作業から死者も出す臨界事故が発生する。原子力政策に

対する国民の不信感は再び高まり、これまで原子力産業に依存してきた

自治体でも原子力批判が公然化するようになるO なかでも2000年2月、

三重県の北川知事は芦浜原発計画の白紙撤回を中部電力に求め、また福

島県の佐藤知事は2001年2月、福島第一原発でのプルサーマル実施を当
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面受け入れない考えを表明した。さらに刈羽村では2001年5月、プルサー

マル実施受け入れの是非を問う住民投票が行われ、反対意見が多数を占

めた。プルサーマル反対運動には東京や関西の NGOや市民グループも

積極的に関わった。同時に、原発批判世論の優位はチェルノブイリ原発

事故以来、全国的に定着した。

その問、都市部では太陽光発電、地方では風力を中心に、自治体や市

民による再生可能自然エネルギーの導入が急速に拡大し、産業界の一部

からの後押しも受けるようになった。こうした中、ドイツなどで風力発

電の急速な普及の起爆剤になったと言われる「自然エネルギー促進法J

の制定を求めて、市民団体や超党派の議員連盟が発足し、また自然エネ

ルギーの開発利用を通じた町づくりを進めるため、同促進法案の早期成

立を求める決議や意見書を採択する地方議会も多数現れた。さらに自助

型運動として、生活クラブ生協北海道を母体に1999年7月に設立された

市民団体による「グリーン電気料金jの試みも現れた。

このように自然エネルギー促進を求める動きは従来の原発反対・推進

の図式を越えた広がりを見せるようになった。しかし「促進法案|は結

局、自民党内の抵抗により国会提出に至らず、むしろ電力業界や公共事

業に権力基盤を置く自民党や民主党の議員を中心にした原発推進派の方

が、法制化という手法を用いて原発推進路線の固定化に成功する。 2000

年春から原子力に関係する重要法案が次々と国会で可決された。これら

の法律では、高コストの商業用原発事業の継続を保障するため、莫大な

経済的・社会的費用を社会化し、電力業界にとって外部化する「基本合

意IIJのパターンや、住民投票運動や知事の拒否宣言を封じ込める集権

化の意図が確認できる。

このように支配的連合が巻き返しに転じた背景には、政治情勢を見る

ことができる。自民党は単独政権に復帰した後も参議院では過半数割れ

を克服できず、日本の政治システムにおける参議院の相対的に大きな権

限を前提として、自民党は参院も含めた多数派確保に腐心し、自由党や

公明党、さらに自由党の政権離脱を機にそこから分裂した保守党と、連

立政権を組むようになった。森首相の不人気で一時低迷したものの、自

民党は2001年4月の小泉政権誕生で復活し、また公明党は連立の枠組み

を重視する傾向を強めた。さらに民主党は|円民社系や保守系の議員の主
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導で政府提出法案の審議開始に容易く応じるようになった。一連のエネ

ルギ一関連法案に一貫して批判的だ、ったが社会党と共産党は、現荘の政

治情勢の中で周辺的な存在に追いやられている。

こうして脱原子力の政治勢力が衰退する中、原子力政策の実施段階に

おける唯一有力な歯止めとなっているのは、依然収まらない事故や不祥

事の発生である。 2002年8月、経済産業省・原子力安全保安院は、東京

電力の原発で水漏れやひび割れなどの事実が報告されず、隠蔽工作も行

われてきたことを発表した。これによって新潟県や福烏県はプルサーマ

ル計画受け入れの事前了解を白紙撤回し、また東電や中電の全原発が再

点検のため停止を余儀なくされた。こうした事態を逆手に取り、経済産

業省と電力業界は商業用原発のコストダウンを意図して、「厳しすぎるj

検査基準の緩和を電気事業法の改正として実現させた。ただプルサーマ

ル計画が頓挫する中、電力業界は六ヶ所村の再処理工場の運転開始に対

する消極姿勢を強めており、使用済核燃料の中間貯蔵施設の建設確保を

重視するようになってきている O

第七章注

(1)対照的に公正取引委員会は国家行政組織法3条に基づく行政機関として強

い権限を与えられている。

(2)朝日(北海道版)2000年4月30日、 11面。

(3)朝日(北海道版)2000年3月12日、 6面[データねつ造でプルサーマル危

機j。

(4)例えば2000年7月には議論の主導権を取り戻すため、通産省は総合エネル

ギー調査会需給部会から原子力批判派の委員を、電力業界代表の委員とともに

一時締め出す行動に出ている。

(5)知事の決断の背景には、東電が2月上旬、過剰な設備投資への懸念から各

地での発電所計画の削減を打ち出し、福島県内では火発の建設計画凍結を発表

したため、あてにしていた電源三法交付金が落ちなくなることに知事が反発し

たという側面もあった。またプルサーマルの実施は原子力施設の建設と異なり、

交付金給付の対象ではないことも一つの要因ではあるだろう。しかし、事故や

不祥事を契機とした原子力産業・行政への自治体の不信感の高まりや、プル

サーマルに反対する市民の動きの活発化の方が決定的な要因で、あろう。

(6)朝日0ー3一六0七「福島第一原発フ。ルサーマル 知事、来夏まで認めず

核燃サイクル放棄勧告もJ。
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(7)電力会社白身も本音ではプルサーマルという国策への協力に消極的だとす

る解釈もある (rAERAj 2001年、 No.25、6月11日号、 21頁)。この図式では、

フ。ルサーマルは、電力会社にとってはコスト増大にしか結びつかないため、通

産省や外国の核燃料製造会社との「つきあいJからやむを得ず表向きは推進姿
勢を保っているにすぎないということになる。電力会社内にそうした慎重論が

存在する徴候は指摘されているが、他方で電力会社が核燃料情報の公開や、原

子力政策全般の見直しを公然と後押しする動きは見られない。

(8) r自然エネルギ一発電促進法 早期成立を 50自治体が決議・意見書j朝
日(北海道版)2000年4月12日、 26面。

(9) r電力の買い取り 義務付け消極的資源エネ庁、円卓会議」道新2000年
11月28日、 4面。

(10) r自然エネルギー普及へ電力基金j道新2000年9月29日、 11面。
(11) rグリーン電力基金の助成 遠別の風力発電に」道新2001年4月12日、 10
面。

(12) r原発措置法、スピード成立j朝日0012二九九70rそれで、も原子力が
欲しい? 臨界事故で、逆風のエネルギ一政策柏崎刈羽振興策の拡充を求

めるJ朝日(北海道版)2000年6月11日、 4面。「エネルギ一政策 自民ぎく
しゃく 自然エネ法案に原発派難色j日経2000年5月11日。桜井新は2000年8

月の衆院選で落選したが、 2uul年7月の参院選で当選している。

(13) r原発の利用拡大後押し 自民小委原案エネルギー基本法j朝日00
11一五八五10。

(14) r原発特措法修正案で合意のはずが翌日『反対』 民主、また『朝令暮
改JJ朝臼0012四20
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第八章政治過程の力学

第一節 支配的連合の利害調整様式と問題構造

本章では各章の記述のまとめを踏まえ、第一章で述べた五つの仮説を、

より体系的に分析したい。まず、第一の仮説は、支配的連合の内部的利

害調整の様式が、支配的連合自体の形成とともに確立し、以後の原子力

政策領域における重要な制度整備を規定し続けてきたというものである。

これを補完する第二の仮説は、支配的連合内部における伝統的な利害調

整が、主に核燃料サイクル連鎖の論理と利潤確保への応答として形成さ

れたということである。これが正しければ、原子力事業の大幅な縮小の

ような根本的な政策転換が支配的連合から内発的に打ち出される可能性

は将来的にも低いであろう。このことを原子力政治過程の概観によって

確認してみたい。

差し当たり原子力産業の形成は、採算性よりも銀行主導による財閥の

企業集団としての再結集が目的となっていた。電力業界も早くから原子

力事業に積極的であったが、これは政府の原子力政策が早くから、基礎

研究とそれに伴う技術的不確実性や追加費用を迂回して、外国技術の導

入習得路線を選択したことから説明できる。原子力発電業界には棲み分

けに基づいた発展が保障され、各原子力産業グループは特定の電力会社

との聞に安定した受注関係を形成するようになった。外国技術の導入路

線は、日本初の商業用原子炉(東海原発)の建設で決定的となり、事業

主体としては論争の末、通産省系の準国営電力会社・電源開発が2割、

電力業界を中心とした民間企業が8割を出資する日本原電が設立される。

この事例を通じて、比較的短期間に利潤が期待される事業分野では、民

間が国営企業の事業参入を阻止しつつ、手Ij潤を保障するための諸制度の

整備や国家の財政的補助を確保するという、官民間の利害調整における

第一の「基本合意Jが表面化した。

やがて1960年代以降、電力業界と通産省の関係は、電気事業再編をめ

ぐる両者の懸案解消や、公害や原発に反対する運動の活発化、石油危機

による経営環境の悪化を契機に密接となり、「護送船団方式jの性格を

強める。特に「レートベース方式Jによる事業報酬算定に基づく電気料
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金制度の確立を通じて、膨大な設備投資を伴う原発事業が優遇されるよ

うになった。これは官民間の利害調整における第二の「基本合意J、す

なわち原発事業への過大な投資リスクを電気料金への転嫁を通じて社会

化し、利潤を保障するというパターンの形成も意味する。

電力業界と通産省の関係の緊密化は、原子力事業の中心が商業用発電

事業に移ったことを反映していた。それに応じて、科技庁の管轄下の研

究開発事業や、それを統括する特殊法人は再編整理されることになった。

その際、ウラン鉱開発を主任務として1955年に設立された原子燃料公社

は、電力会社が自ら海外ウランの開発や輸入に乗り出す中、廃止され、

また原研は共産党系の労働組合の活発な活動が嫌われ、研究開発権限を

縮小された。その代わりに1967年、高速増殖炉(四R)と、重水減速沸

騰軽水冷却型の「新型転換炉J(ATR)の並行開発や、核燃料や核廃棄
物に関係する研究開発を担当する半官半民の出資による特殊法人として、

「動力炉・核燃料開発事業団J(動燃)が設立された。これに伴い、第

三の「基本合意」が確立した。すなわち高速増殖炉や核燃料関係、核廃

棄物関係の研究開発のように、産業界にとっては投資のリスクが高く、

実用化が遠い、あるいは社会的費用の絡んだ事業分野では、国家が事業

責任と財政負担の大部分を担うよう要請される。その際、国費でまかな

う限り、 ATRやウラン濃縮のような分野では国家機関による国産技術の

自主開発が民間によって黙認される。こうした技術も実用化すれば事業

は民間に引き渡されるべきものと理解されていた。

こうして形成された三つの「基本合意Jは政策遺産として確立し、そ

の後も原子力事業を取り巻く政治経済的及び社会的環境の変化に応じた、

支配的連合内部での利害調整様式として再三表面化することになる。ま

ず1960年代末からの原発反対住民運動の登場と、 1973年秋からの石油危

機勃発という新たな情勢に対応して制定された電源三法は、電気料金に

転嫁され消費者が負担する間接税を通じて、原発立地対策に伴う電力会

社の費用負担を社会化する仕組みであり、「基本合意IIJのパターンを
踏襲していた。

またカーター政権(1977-1980年)の下で強化された米国の核不拡散

政策や第二次石油危機という新たな国際環境に対応して、「総合安全保

障論jが台頭し、それを思想的基盤に、原子力の一層の優先的推進を内
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容とする「電源多様化政策Jが追求された。しかしその一環として通産

省が追求した原子力分野での対米自立化政策はカナダ重水炉導入の挫折

に見られるように、そこに経済的メリットを見出さない電力業界の消極

姿勢の前に、実質的に挫折する。ここでも、新型転換炉 (ATR)の商業

化を電力業界が拒否した事例と同様、実用化に程遠い技術開発事業は国

費でまかなう限りで民間に黙認されるという、「基本合意皿Jのパター

ンが確認できる O

多様化政策はむしろ、二回の石油危機を経た経済成長の低迷や財政上

の限界を背景に、主に電源三法の拡充という手段で追求された。特に科

技庁は、高速増殖炉開発を中心に、もはや一般会計予算ではまかないき

れなくなった巨額の原子力開発費に充当するための「電源多様化勘定J
を獲得した。これもまた、原発事業への過大な費用負担を社会化すると

いう「基本合意IIJのパターンに沿っていると言えよう。

この時期に計画の具体化が本格化した民営再処理工場建設の事例も、

利潤の期待される事業分野は民間に委ねるという「基本合意IJと、表
面的には合致する。しかし大蔵省は再処理工場が商業炉の付随施設であ

るという見解を出していたが、再処理事業は不採算部門でしかなかった。

にもかかわらず、通常は強力な拒否権を持つ電力業界が囲内再処理工場

建設の費用負担を求める固からの圧力に抗し切れなかった理由は、核燃

料サイクル連鎖の論理から説明できる。使用済核燃料は再処理しなけれ

ば、そのまま高レベル核廃棄物になるので、その中間貯蔵か最終処分の

ための施設を建設しなくてはならない。しかしそうした施設を建設する

目途が立たない以上、実質的に数年間は中間貯蔵の機能を果たす再処理

のプロセスに委ねざるをえない。ところが再処理は国内実施の原則があ

り、また原発設置許可申請書の中でも原発事業の継続に十分な国内再処

理能力を証明する必要があった。このため科技庁も通産省も国は-_.jしと

なって強い姿勢で臨み、また石油危機後の財政難の時代、巨額の再処理

工場建設費用を国家のみでまかなうことは困難であった。電源多様化勘

定による費用負担の社会化にも限界があり、原発事業の受益者としての

電力業界による費用負担は避けがたくなった。ただそれと引き換えに電

力業界は、より安価な海外再処理委託の本格化を許された。

チェルノブイリ原発事故の発生にもかかわらず、支配的連合内の新た
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な利害調整の必要性はしばらく生じなかったが、 1995年12月に高速増殖

炉「もんじゅjの事故が起き、核燃料サイクルの要の段階が実質的に挫

折すると、特に再処理の是非が玉突き式に疑問符をつけられるようにな

る。ただ、電力業界は再処理工場建設を名目に、それに付随する施設と

して使用済核燃料の保管プールや低レベル核廃棄物の施設の建設を青森

県と六ヶ所村から確保していた。電力業界は、莫大な費用のかかる民間

再処理工場の運転開始には本音では消極的であるが、青森県による同意

の基盤が崩壊してしまうため、再処理の停止を打ち出すことができる状

態にはなかった。従って電力業界と政府との間で新たな利害調整が決着

するまでは、従来通り、英仏への海外再処理委託は続行されねばならず、

他方で核兵器材料となるプルトニウムを余分に保有しないという日本政

府の国際公約を果たす必要があった。そこで政府と電力業界は、高速増

殖炉開発の旗は掲げ続けながら、軽水炉でプルトニウム燃料を消費する

プルサーマル計画の実施を選択したのである。

しかしながら商業用原発事業自体は引き続き推進していく意思を見せ

ている電力会社は現在、電力自由化の波という世界的な経済潮流に対応

して、プルサーマルの実施や再処理工場建設のような不採算部門からの

撤退を打ち出す機会をうかがっている。再処理工場の運命とは別に、い

ずれにせよ不可避となる核廃棄物の最終処分に関しては、 2000年5月、

高コストの商業用原発事業の継続を保障するための経済的費用を社会化

する「基本合意IIJに沿った内容の法律が成立した。同様に「基本合意

IIJに沿った原発立地促進策を電源開発特別会計以上に拡大するため、

舟空会計からの国庫補助を可能にする「原発特措法」が2000年12月に可

決成立した。さらに2002年8月末からの東電に始まる一連の不正検査発

覚を逆手にとり、経産省は従来の検査基準が厳しすぎるのだという論拠

で、機器に多少の損傷があっても原発の運転継続を許して稼働率の向上

とコストダウンを図り、商業用軽水炉事業の経済性を保障するための電

気事業法改正案をつくり、これは同年12月に国会で成立した (r基本合
;窓1J)。

以上の経過が示すように、原子力体制の形成期以来、原子力政策領域

における重要な制度整備のたびに、支配的連合内部の利害の調整は基本

的に三種の「基本合主」のパターンに沿って行われてきた。他方で電源
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三法や原発特措法が示すように、原子力立地に伴う環境及び安全上のリ

スクが地方に、便益が電力大消費地の都市や工業地帯にと空間的に不平

等に分布している問題構造は何ら本質的に解決されてこなかった。ただ、

使用済核燃料ないし核廃棄物の処理処分問題の検討を迫られるように

なった1970年代末以降になると、利害調整は核燃料サイクル連鎖の論理

の制約を受けるようになった。しかし、その枠内で、なおも商業用原発

事業の継続を可能にするための制度整備が、依然として「基本合意jに

沿う形で行われてきた。従って、根本的な政策転換が支配的連合から内

発的に打ち出される可能性は今後も低いと言わざるをえない。

例えば莫大なコストから電力業界の消極姿勢が強まっている、六ヶ所

村で建設中の再処理工場の運転開始についても、いずれは支配的連合内

で新たな妥協がなされることだろう。もし再処理から完全に撤退すると、

再処理工場の建設資金として電気料金から無課税で積み立ててきた再処

理引当金二兆円への課税、六千億円の負担が電力業界にのしかかってく

る。そこで電力業界(日本原燃)はできるだけ再処理工場の運転開始時

期を延期し、最終的にはプルトニウム路線を推進してきた国の顔を立て

て形だ‘け運転開始に持っていくが、プールや配管の水漏れ事故や技術的

問題を理由に、ほとんど稼動させないと予想される。というのも最近、

日本原燃は盛んに六ヶ所再処理工場のプールの水漏れとその原因の不解

明を「正直にj発表し、 2003年5月末には 6月に予定されていたウラン

試験の実施の延期を発表したからである。他方で再処理工場の建設を放

棄すれば、玉突き的に使用済核燃料の行き場がなくなるので、青森県む

つ市や、原発立地県に中間貯蔵施設の建設を打診している。その交換条

件として、電力業界は2003年 3 月、原発敷地内での20~30年間の保管に

地元自治体が新規課税として「使用済核燃料税」を導入することを容認

した。また政府は、再処理計画の縮小を打ち出すことになろう。

しかしながら、こうした内部的利害調整が長期的にどこまで維持可能

かどうかはわからない。これまでの原子力政治過程でも、外部から様々

な形の不協和音が発せられてきた。そうした外部要因が支配的連合の対

処能力を越えた危機をもたらすなら、政策転換の前提条件を生み出す可

能性があるだろう。

本稿の第三の仮説は、原子力事故・不祥事や(エネルギー)経済情勢、
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世論の変化、及び全国政治情勢という四種の促進的事件が、原発計画の

執行抑制をかなりの程度説明可能だというものであった。また、第四の

仮説は、抗議運動について、日本のように急進的行動に非常に不寛容な

政治システムでは、署名請願のような穏健な活動でも、多数の参加者を

動員できれば、同様の効果を持ちうるというものであった。第二節では

これらの仮説を検証するが、このために表8-1及び表8-2には、時

代ごとに原子力政治過程の構成要素がまとめである。ただし、反原発運

動がほとんど見られなかった原子力体制形成期(第一期、 1954-67年)

の大半は割愛し、運動形成期を第二期 0966-74年前半)としたほか、

運動確立期(第三期、 1974年後半-78年)、対決期(第四期1979-85年)、

「ニュー・ウェーブ」の時代(第五期、 1986-91年)、融和期(第六期、

1992-98年前半)、及び対立軸の再編期(第七期、 1998年後半-2002年)

に分けた(J)。

第二節 抗議運動と促進的事件の効果

まず促進的事件に関する第三の仮説を検討したい。以下では各時期に

ついて、原子力事故・不祥事、エネルギー危機などの経済情勢、世論、

及び中央政治情勢の四種の促進的事件を指摘し(事故・経済・世論・政

治と表記)、その政治的効果は表8-1及び表8-2にOム×の記号で

評価している。これを電調審による原発計画の承認数と比較してみる。

第一期にまで遡ってみると、「第五福竜丸j被爆事件(事故)は、原

水爆禁止運動の台頭をもたらすとともに、食品の放射能汚染に大衆が反

応する動員パターンの形成に寄与した。しかしながら、この事件は原子

力の民生利用に反対する勢力を直接生み出したわけではなかった。分裂

していた保守勢力は自民党に合流して安定した保守政権をつくり(政

治)、高度経済成長を追求していく頃であった(経済)。保革両勢力はい

ずれも原子力を推進し、国民の聞にも核の軍事利用に対する拒絶姿勢と

は対照的に、原子力の民生利用に反対する意見はほとんどなかった(世

論)。

しかし第二期に入ると、東西対立や中ソ対立を背景に原水爆禁止運動

が三党派系列に分裂する中で、「いかなる国lの核実験・保有にも反対
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する社会党・総評ブロックの原水禁が、原子力にも反対するようになっ

た。その契機は、米軍の原子力軍艦による日本の港湾の基地化及び放射

能汚染の問題であり(事故)、そこに原水禁は、公害反対運動と平和運

動を結ぶ大衆運動の可能性を見出したのである O 原水禁を先兵として、

やがて社会党・総評ブロック全体が反原発の陣営の有力な構成要素と

なった。同じ頃、原発立地に反対する住民運動も、全国的な公害反対運

動の高揚と米国の軽水炉安全性論争に触発された批判的科学者の支援を

受けるようになった。しかし世論全般においては、米国原子力論争や米

軍艦船による放射能汚染の発覚などの事件はあまり知られておらず、ま

た石炭火力の方を公害発生源と見なす傾向の方が強く、原子力批判世論

は絶対的少数派(総理府世論調査で 5%)にとどまっていた(世論)。

第一次石油危機の発生は、インフレと不況の中で原発建設への設備投資

を鈍化させ、電調審による原発計画の承認を二年間停滞させはしたが、

他方で輸入石油への経済的依存に対する危機意識を高め、原子力推進論

の説得力を強めた(経済)。さらに自民党政権は依然強く、社会党は低

迷期に入っていた。ただ1970年代に入ると、高度経済成長の限界が環境

や生活の質、及び財政の面で明白となり、自民党の支持率は低下した。

中央では与野党伯仲の傾向が強まり、自治体政治では革新自治体が台頭

した(政治)。しかし全体的に第二期は、石油危機の衝撃が大きく、原

子力推進に有利に働いたと言えるだろう。これは電調審による大量の原

発計画の承認と符合する。

これに対し、第三期の情勢はやや異なる。1974年夏の原子力船むつ「漂

流j事件(事故)は、マスコミの派手な報道を通じて世論に強く印象づ

けられた。この事件と、石油危機を理由に電気料金値上げに踏み切った

電力業界に対する批判から(経済)、反原発の立場に立つ消費者運動も

登場し、原水禁や公害反対市民運動、批判的科学者とともに大都市での

反原発市民運動を形成するようになった。むつ事件の効果はまた、自民

党政治の危機の本格化によって増幅されたと考えられる(政治)01974 

年7月の参院選で自民党は敗北し、参院でも「保革伯仲j状況が発生す

る。また秋には田中首相の「金脈問題jが世論の強い批判にさらされ、

田中内閣は退陣に追い込まれる。さらに三木内閣下ではロッキード事件

で田中角栄が逮捕され、自民党を離党した議員が新自由クラブを結成し
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た。ただ、「むつjの事件は科技庁の管轄下で、かつ原子力開発にとっ

て周辺的な事業で起きたため、原子力の推進自体に反対する意見の増加

は比較的限られていた(総理府調査で15%)。また1977年に誕生したカー

タ一政権下での米国核不拡散政策の強化も、一般市民の関心を引かず、

日本の原子力政策の方向性を変えたわけでもない(世論)。全体として

第三期は原発承認数の減速に寄与する事件の優勢で幕を聞けたが、その

否定的効果は原子力行政体制の手直しで克服され、景気回復とともに第

三期末には原発の大量発注の再開に帰着する。

しかし第四期になると、 1979年3月の米国スリーマイル島 (TMI)原

発事故の発生と(事故)、 1980年からの公開ヒアリングの実施が、反原

発運動を勢いづかせる。しかし第二次石油危機後で経済は再び低成長が

基調となり(経済)、緊縮財政や公務員削減、労使間関係の再編を基調

とする新保守主義が台頭する。政治状況は1979年の統一自治体選挙で決

定的となった革新自治体の凋落や、 1980年衆参同日選挙での自民党大勝

など、保守回帰を特徴とするようになった(政治)。またTMI原発事故

は、日本でも事故が起きうることへの認識は高めたが、事故の被害は日

本には及ばず、第二次石油危機の発生も、原子力推進論の説得性を再び

高めた。このため反原発世論の若干の増加も一時的にとどまった(世論)。

全体として第四期は、米国原発事故の短期的効果を除くと、原子力推進

に有利な促進的事件が優勢であった。これに符合するように、電調審に

よる原発計画の承認は1979年から1980年にかけて滞ったものの、 1981年

からは大量発注が再開された。

ただ、第四期を通じて反原発世論は着実に増加し続ける (20から35%

へ)。これは60年代の高度経済成長を経ても未発達だった脱物質主義的

な価値観が、二度の石油危機の克服と景気回復、さらにバブル経済に向

かう中で、キャッチアップ型の経済成長と近代化の時代は終わったとい

う意識として、大衆レベルに浸透してきたためであり、その過程で科学

技術の発展に対する懐疑も強まった(経済)。こうした価値変動を背景

にして起きたチェルノブイリ原発事故は、 TMI原発事故とは異なり、放

射能の影響を、輸入食品汚染の形ではあるが、日本国内に及ぼした(事

故)。食品の放射能汚染の問題は、原水爆禁止運動の台頭以来、強い動

員の潜在力を持っており、子供を持つ主婦層の不安をかきたて、原子力
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問題の当事者性を実感させた。台頭してきた高学歴の主婦層は、時間的

余裕を活用して生協活動や市民運動に積極的に参加するようになり、新

しい反原発運動の中心的な担い手となった。 1980年代前半を通して、原

発のさらなる推進に反対の世論が次第に増加し、女性の間では早くも

1984年末に、男性の間では1988年に反対派が多数派に転じた(世論)。

こうした中で、 1988年春、原発の過剰設備に対応して四国電力が実施し

た伊方原発の出力調整試験を契機に、新しい反原発運動の波が劇的に表

面化する。加えて、社会党は1986年夏に誕生した新しい女性党首の下、

女性票や、生協運動などからの女性候補者の発掘に努め、労働運動の外

に支持層を広げ、思いがけない復活を享受した。また基本政策の現実路

線化にもブレーキをかけたため、反原発運動に追い風となった。さらに

自民党政権は、 1986年夏の選挙では大勝したが、その後、消費税導入問

題で世論の激しい抵抗に遭い、 1988年から1990年にかけての時期にはリ

クルート事件など不祥事続きで再び大きな危機に陥った(政治)。

こうして第五期には脱原子力の運動に有利な促進的事件が重なったた

め、電調審による原発計画着手の承認が長期にわたって停滞したと考え

られる O また第五期の終わりには湾岸危機が起こったが、 1990年秋の反

原発世論は過去最高の水準 (53%) となった。最終的に、湾岸危機によ

る原油価格の高騰は比較的短期間にとどまった。続く第六期では、バブ

ル経済の崩壊や(経済)、自民党が野党に転じたこと(政治)が、原子

力推進に不利に働いたと言える。しかし運動の動員は顕著に低下した。

プルトニウム輸送船「あかつき丸Jの大がかりな追跡キャンベーンや、

日本海へのロシア海軍による核廃棄物不法投棄の暴露、南太平洋におけ

るフランス核実験反対運動など、国際環境問。グリーンピースによる一

連の活動も、原発問題への社会的関心をさほど高めはしなかった。しか

し、 1995年12月の高速増殖炉もんじゅの事故や、 1997年3月の東海再処

理工場の事故は、反原発世論を再び喚起した(事故・世論)。

第七期には、経済状況はますます悪化し、電力需要の低迷や電力市場

の部分的開放は原子力にとって逆風となっている(経済)。また原子力

事故や不祥事が、原子力事業の中枢部分で続発し、動燃など事業者によ

る不適切な事故対応も政治的効果を大きくした。 1999年9月にJCO臨界

事故、 2001年秋に中部電力の浜岡原発事故があり、 2002年8月からは束
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電を皮切りに、東北電力や中電、日本原子力発電などの原発で次々と不

正検査が発覚し(事故)、反原発世論 (40%台)の優位は固定化した(世

論)。しかし、事故や世論から予想される結果に反して、電調審による

原発計画承認はスローペースだが再開された。この疑問への答えは自民

党の復調に求められよう(政治)。非自民連立政権から保革連立政権、

保革の閣外協力を受けた自民党政権、自民党と公明・保守党の右派連立

政権へと移行するにつれ、原発発注はゼロから年一基のペースへと徐々

に回復してきた。ただ、すでに政府の承認を受けた計画でも、巻を始め

として、大聞や上関のように、土地買収を完了できずに立往生するもの

も出てきている。また核燃料サイクル政策に目を転ずると、電力会社も

プルサーマル計画実施を延期し、再処理工場の運転開始も怪しくなって

きている。こうした核燃料サイクル政策での後退は、部分的には原子力

事故・不祥事の性格変化、すなわち国内の中核的な施設や企業での事件

発生で説明がつくだろう O

次に、運動の動員力に関する第四の仮説を検討したい。運動の動員力

は表8-1及び表8-2では大中小 (0ムー)で示し、運動戦術の支配

的な傾向も付記しである。動員力が比較的小さかった第二期に原発計画

の大量承認があったことは驚くにあたらない。また第五期にはデモなど

の穏健な非在来型行動への参加者も多く、史上最大の反原発デモも1988

年に行われているが(表8-3)、それ以上に署名運動が爆発的な動員

力を示し(1988年に約257万人、 1990年に約284万人)、原発発注の長期

停滞をもたらしたと見ることができる。これに対し、第三、第四期は署

名運動の動員力が1981年に約45万人で中規模にとどまったが、非在来型

行動は第五期と同程度の動員力を示し(1981年に三万四千人弱、 1988年

の約四万六千人)、なかでも対決型の抗議行動が比較的高い比率を占め

た(図6-2)。しかし第三、第四期には電調審による原発の大量発注

に帰着している。

この疑問に対しては第三、第四期の動員規模が絶対数では大きくな

かったことが指摘できる。図6-2では、対決型抗議への参加者数がピー

ク時でも年間のべ五千人台にすぎない。またデモについても、表8-3

を見ると、日本の反原発運動における大規模デモの10位までのうち、三

件は原子力船むつ佐世保闘争(第三期)、四件は公開ヒアリング闘争(第
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四期)の一環として行われているものの、その絶対規模は五千人から一

万人で、ドイツの5分の l、フランスの半分程度でしかなかった。従っ

て、やや急進的だが動員力が比較的小さい第三、第四期に原発が大量に

発注され、デモへの動員も高揚したが署名運動が爆発的動員力を示した

第五期に原発発注が長期にわたる停滞に陥ったことは、よく符合してい

ると言えるだろう。

このように、効果が低いと見なされがちな署名運動も、大規模動員の

効果は否定できないように思われる。もちろん運動は戦術の有効性につ

いての学習過程を経ていくので、時代的文脈を度外視して大規模のデモ

や署名運動へ回帰すれば効果が大きいとは言えないだろう。また、より

急進的な抗議行動が大規模な動員を実現できれば、一層大きな効果をも

たらす可能性はあるが、日本の反原発運動がそれを経験することはな

かった。ただ、動員の爆発的な量的拡大は、動員基盤の質的拡大を伴い

うる。第三期や第四期の運動の動員力の弱さは、労組や住民運動の外に

動員基盤が広がらなかったという質的な限界に読み替えることもできる

だろう(第三節参照)。

第六期及び第七期については、抗議行動のデータがないので、推定以

上のことはできなしミ。しかし細々とではあるが原発発注が再開されたこ

とは、抗議運動の動員力自体の低下と符合すると言えるだろう。

最後に、促進的事件の効果と抗議運動の動員力を併せて考察してみる

と、前者の観点で反原発に不利な情勢が支配的だ、った第二期に動員力が

小さく、有利な事件もあったが不利な情勢の方が優勢だ‘った第三、第四

期に動員力が中規模、反原発に追い風となる情勢が優勢となる第五期に

動員力が大きかったことは符合すると言える。従って、促進的事件が動

員の拡大を促し、それが政策帰結に影響を及ぽすとし寸政治過程の流れ

が想定できる。

これに対し、第六、第七期には反原発に有利な事件が続発したが、運

動の量的な動員力は伸びなかった。にもかかわらず、原発発注の再聞が

遅々としている結果がもたらされているとすれば、促進的事件の効果は

動員の量的拡大ではなく、むしろ質的拡大を介して、政策帰結に影響を

及ぼすと見る余地が出てくる。

運動側の質的側面に自を向けるなら、紛争管理の質的側面にも関心を
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向ける必要があろう。確かに、電調審による原発計画の承認数の推移は、

四種の促進的事件と運動の動員力の相殺もしくは相乗効果でおおよそ合

理的に説明が可能である。このことは国や電力会社が、原発推進の基本

路練の維持を前提の上で、政治的な逆風時は原発発注を控え、順風時に

発注を再開してきたことを示唆する。しかし支配的連合は外発的な危機

をこうした執行抑制のみで管理できたわけではなく、並行して他の様々

な態様の紛争管理を駆使し、対抗主体の台頭を牽制してきた。そこで、

次に問われるべきは、どのような対抗主体の形成に対して、どのような

紛争管理が行使される傾向があり、それがとさの程度有効性を持ってきた

のかである。この点について、第一章では、第五の仮説を立てた。すな

わち、反原発運動が旧来の革新陣営内での連合にとどまる限り、閉鎖性

の強い紛争管理に直面せざるをえないが、旧来の55年体制の亀裂構造を

横断する形で対抗連合が形成されれば、紛争管理はより懐柔的となり、

より高次の戦術的執行抑制に至るのではないかということである。この

仮説を検証するため、第三節では、対抗主体の連合の性格と紛争管理の

関係に留意して、原子力政治過程を再構成する。

第三節対抗主体の連合と紛争管理

キッチェルトの政治的機会構造論は、閉鎖的な政治システムを持つ国

では抑圧的対応が支配的であることを前提としていた。しかしながら、

表8-4が示すように、日本では抑圧的対応が西欧に比べて極端に少な

く、この仮説は当てはまらない。抑圧的対応の少なさは反原発運動の抗

議手段の穏健性に見合っており、運動の抗議手段と紛争管理との相関関

係が予想できる。原発予定地の占拠や核廃棄物輸送トラックの実力阻止

に活動家の大量動員をかける反対派と、同じく大量の機動隊員を動員し

て強硬な弾圧に訴える治安当局との衝突は、 70年代から90年代に至るま

で、 ドイツで繰り返された光景である。ただ、 ドイツの事例をより詳細

に見てみると、同じ原発敷地占拠でも、暴力も辞さない急進左翼活動家

が多く参加していた場合、また同時に、保守のキリスト教民主・社会同

盟 (CDU. CSU)が与党である州において(パーデン・ヴ、ユルテンベル

ク什!の場合はCDUの州首相が強硬派であった場合)、反対派と警察の暴
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力的衝突が起きやすかった(本田、 2002)。従って、反対運動の戦術だ

けでなく、反対派の性格と、支配的連合の政治的傾向が、紛争管理の質

を規定するように思われる。

そこで以下では、対抗主体が特定の戦術に訴えるキャンペーンの中で

形成した連合の性格と、政権の政治的傾向の相対的変化、及び支配的連

合による紛争管理の対応関係を見ていく。この点について、原子力政治

過程の時期ごとにまとめたのが、表8-5である。以下の分析はこれと

表8-1及び表8-2に沿って行われる。

漁協中心の抗議運動に対する自民党政権の物質的対応(第E期、 1966

-74年):日本初の本格的な反原発地域闘争は、芦浜原発建設計画に反

対する運動である。 1966年、同計画を後押しする衆議院科学技術振興特

別委員会が現地に派遣した視察船に対し、三重県南島町の漁協は実力阻

止闘争に訴え、数十名の逮捕者を出した。この「長島事件jの結果、中

部電力は同原発計画を当面棚上げし、また政府は地域闘争への国の直接

介入が逆効果となりうることを認識した。以来、当時の反原発地域闘争

の中心的主体だった漁協の反対闘争に対しては、激しい実力阻止闘争に

際しでも抑圧的な対応を控え、物質的懐柔に重点を置くようになった。

漁業者が原発立地過程の初期段階で持っていた強力な拒否権の根拠は、

保守一党優位体制を「成長連合jとともに支える受益勢力の一角を成し、

またその漁業権が保守政権の下で手厚く保護されてきたことにある。

このような物質的対応を制度化したのが、 1974年に制定された電源三

法であった。その政治的な意図は、補償の受給者としての意識を地元住

民の問で高め、外部の支援運動との持続的な提携の発展を阻止し、保守

支配の安定化を図ることにあった。また補償を公共事業の形で提供する

ことは、地元の土建業者と、それと関係の深い地元有力者の支持を動員

し、公共事業への経済的依存を強める地元自治体に原発増設受け入れを

促す効果があった。電源三法はまた、その由来からして、田中角栄内閣

の性格と密接な関係があった。こうした物質的対応はかなりの程度成功

し、漁協の抗議運動と、社会党・総評や共産党を中心とする支援運動と

の聞に持続的な共闘関係が発展することはなかった。このように第E期

では、漁協を中心とする住民運動の台頭に直面して、物質的対応が制度

化されるとともに、激しい実力阻止闘争に対しでも、抑圧的対応は抑制

北法54(5・353)1897



論説

された。従って、対抗主体の戦術いかんに関わらず、その性格が、政権

の性格とともに、支配的連合の紛争管理を規定したと見ることができる。

社会党・総評ブロックと住民・市民運動の連合に対する対応と政権の

政治姿勢の振幅(第E、E、ν期、 1970年代前半""'80年代前半): 1970 
年代半ばから反対闘争の中心的担い手となったのは、社会党や県評・地

[3:労の支援を受けた住民運動であり、その中心的な戦術は訴訟と、撹乱

的な直接行動であった。しかし柏崎刈羽原発をめぐる紛争に見られるよ

うに、保守的な裁判所は運動に有効な機会を提供せず、直接行動も容易

に排除された。紛争は保守(成長連合・受益勢力)対革新(反資本)の

構図にはまり、批判勢力の動員基盤も広がらなかった。

ただ、既成左翼による支援が運動の動員基盤の一定の拡大に果たした

役割は否定できない。特に原水禁は、 1975年の原子力資料情報室設立を

主導し、海外の反原発運動との連絡窓口も務めた。また革新系の弁護士

を中心とした裁判闘争や、日弁連の公害対策委員会による原発問題への

取り組みは、反原発運動の主張に一定の正統性を与えた。さらに共産党

系の日本科学者会議は、原子力開発向体には賛成のす場をkりながムも、

日本の原子力開発のあり方を批判し、一部の住民運動への支援も行った。

既成左翼の支援を受けた運動はまた、手続的対応も引き出した。第E

期において、電力会社は原発立地県と安全協定を結び、また国は福島原

発に関する公聴会を聞き、原発訴訟を機に情報公開の範囲も広げた。さ

らに第E期には、首相の諮問機関としての原子力行政懇談会が、原子力

安全委員会設置のような機構再編や、公開ヒアリング制度導入という手

続的譲歩を打ち出した。しかし、これらはいずれも象徴的な譲歩を越え

るものではなく、また電力業界の意向を受けた通産省は、環境庁による

環境アセスメント法案を再三阻止し、手続的閉鎖性を維持した。結局、

第三期末に制度再編が済むと、原発大量発注は再開された。

また第N)明には、 1980年からの公開ヒアリングの実施が、 1979年の

TMI原発事故の発生を追い風にして、総評の組織的支援を受けた阻止闘

争の高揚をもたらした。しかしこの闘争は、労働運動の反原発闘争への

本格的な肩入れと、反原発運動の全国連携の強化はもたらしたが、運動

への広範な市民の参加を促す効果は持たなかった。漁民による撹乱的行

動とは対照的に、左翼労働運動による阻止闘争に対しては国も?郎、対決
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姿勢を示し、手続的閉鎖化と、部分的には抑圧的対応を強めた。

このように、革新勢力の支援を受けた運動は、第EからW期までを通

して、実力回止行動と裁判闘争を中心に闘ったが、これに対する支配的

連合の対応は、第E、E期には主に手続的譲歩及び機構再編、第W期に

は手続的閉鎖化と抑圧的対応を示した。この違いは、与野党伯仲期と保

守復調期(政治情勢)の違い、もしくはそれと密接に連関した政権の性

格(田中内閣やその不祥事の後始末に追われた「低姿勢jの政権と、新

保守強硬路線の政権)の違いに求めることができるだろう。

幅広い市民層と社会党との連携に対する意見形成的対応(第V期、

1986-91年):しかしチェルノブイリ原発事故後、原発に批判的な世論が

多数派に転じる中、反原発運動は生協運動などで活動する高学歴の主婦

層を中心にした、都市部の広範な市民層へと動員基盤を拡大し、最盛期

を迎える。この反原発「ニュー・ウェーブjを表面化させたのは、伊方

原発の出力調整試験に反対する1988年春の「高松行動jであり、既存の

党派的組織とは無関係の市民、特に女性が数千人規模で域外から参加し、

電力会社の本社前で象徴的な抗議行動を繰り広げた。しかし、高松行動

に刺激されて各地で実践された非暴力直接行動は、立地闘争との有意義

な連携を欠いていた。最初は新しい反原発運動に当惑した電力会社も、

広報対策(意見形成的対応)に重点を置くとともに、夜間余剰電力の捨

て場としての揚水発電所建設や、原発定期検査の時期の調整など、目立

たない対策で過剰設備の解消を図るようになった。ただ、市民による放

射能の監視や自主避難訓練を行う自助型の運動も登場し、立地点の運動

と都市部の市民運動、労働運動、批判的科学者を結びつけた。

しかし、動員基盤の飛躍的拡大にもかかわらず、反原発運動の主流は

依然として社会党との連携に基礎を置いた。これは社会党が1986年夏に

誕生した新しい女性党首の下、生協運動などからの女性候補者の発掘に

努めて女性有権者の支持を広げ、復活を遂げていたからである。社会党

は1989年参院選で参院の与野党逆転をもたらした。杜会党は基本政策の

現実路線化にもブレーキをかけたため、反原発運動に追い風となった。

しかしながら、政界における従来の原発反対・賛成派の構図は、あま

り変化しなかった。 1979年のスリーマイル島原発事故後から原子力批判

を強めていた共産党に加え、チェルノブイリ原発事故後には公明党も原
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子力への慎重姿勢を強めていたものの、同盟系労組に依存する民社党や、

自民党政権の原子力推進姿勢には揺らぎがなかった。このため、脱原発

法制定を求める国会請願や、泊原発運転開始に関する道民投票条例の制

定を求めた直接請求は、いずれも却下・否決され、数百万の署名が無に

帰した。同時に、社会党への懐疑から独立の脱原発ミニ政党をつくる動

きも、原子力批判派が既存政党の支持層に分散していたため、 1989年参

院選で挫折した。

結局、日本では、旧西ドイツのように原発問題が新しい社会運動の争

点全般を糾合して新たな政治的対立軸を生み出すほどの力を持たなかっ

た。反原発運動の動員基盤は主婦層を中心とした広範な都市民にまで拡

大し、また社会党の支援も復活したものの、社会的対立軸の流動化は原

発立地点周辺には十分に波及しなかった。こうした都市民中心だが政治

的実効性を欠く対抗主体の性格は、一方的な広報活動に重点を置いた支

配的連合の紛争管理と相関関係にあると見ることができる。また、不祥

事続きで政権が弱体化したことは、世論対策以外に目新しい紛争管理が

打ち州きれなかったことと対応していると言えるかもしれない。電調審

による原発計画着手の承認は1988年春から 6年にわたって滞ったが、公

式の原子力政策の転換は見られなかった。

非自民・保革連立政権下での地方からの異議申し立てと手続的開肱化

(第U期、 1992-98年):しかし非自民・非共産の連立内閣期(1993年7

月~例年6月)から、科技庁長官が情報公開への積極姿勢を示し、反原

発NGOの専門家との「対話ムードJの演出に努めるなど、手続的及び

意見形成的開放化が見られるようになる。こうした譲歩は元々、情報公

開を求める市民や自治体の動き、産業界の試みに対応したものであった

が、自民党が社会党と新党さきがけの協力を得て政権に復帰したばかり

だった村山(1994年 7 月 ~1996年 1 月)及び橋本政権期(1996年 1 月~

1998年7月)にも続けられた。ただ社会党は自民党との連立政権に入る

と反原発政策を転換した。

しかし1995年12月に起きた高速増殖炉もんじゅの事故と、事業者・動

燃による不適切な対応を受け、原子力政策の見直しを求める社会的圧力

が強まる O この社会的圧力は、定着した反原発世論に加え、二方向から

来た。第一に、原発の集中立地する福島・新潟・福井の三県知事は1996
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日本の原子力政治過程(5・完)

年l月、原子力政策の基本的方向性の再検討と、国民各界各層との対話

を通じた合意形成を政府に提言した。第二に、新潟県巻町では保守対革

新の構図に沿った旧来の原発反対・賛成の図式からは距離をとり、原発

の受け入れの是非に関する住民投票の実施に要求を絞った運動が、中間

層住民の主導で開始された。こうして1996年8月、条例に基づく住民投

票が実施され、原発反対票が有権者総数の過半数を上回り、原発計画は

実質的に頓挫した。巻町の成功に触発され、全国各地の各種市民運動が

住民投票運動を展開することになった。

こうした事態の進展に対し、橋本政権は、比較的広範な対応を行った。

まず意見形成的対応として円卓会議の開催を始め、原子力批判論者も招

いた。また手続的対応として、原子力行政における各種審議会の情報公

開を進めたほか、長年の懸案だった環境アセスメントの法制化を実現さ

せた。さらに機構改革的対応では、 2001年から実施される省庁再編の一

環として、環境庁は環境省に昇格させて放射線の監視権限を与え、科技

庁は丈部省と統合して文部科学省に再編、その原子力行政上の権限の大

半は通産省を強化した経済産業省へ移管することにした。このように以

前より踏み込んだ譲歩がなされた背景には、原子力批判が従来は受益勢

力と見なされてきた社会集団から行われたこと、また政権が自民党と社

会党及び新党さきがけの連立ないし閣外協力に基づく保草融和の性格を

持っていたことが、要因として指摘できるだろう。

しかし、こうした対応は政策決定過程における原子力批判意見の反映

を制度化するものではなく、むつ事件を契機とした1970年代の原子力行

政改革との連続性も高い。円卓会議での議論は政策決定過程からは切り

離され、情報公開の実質は限定的であり、発電所の環境アセスメントの

手続では電気事業法に基づく通産省の関与が温存された。環境庁は原発

問題への介入に依然消極的であり、原子力を推進する経済産業省，;t_.層

強力となり、その下に「安全規制Jを担当する原子力安全・保安院が設

置された。こうした対応が一通り打ち出された後、自民党の復調を背景

に、従来通りの原子力政策の方向性を再確認しようとする官庁の動きが

活発化した。 1997年3月には、東海再処理工場で火災爆発事故が起き、

再び不適切な対応をした動燃への世論の批判が高まったが、回は1998年

10月に動燃を核燃料サイクル開発機構に再編したにとどまった。
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この時期においても、対抗主体の性格とともに、政権交代による支配

的連合の性格変化が、紛争管理を強く規定したと言うことができる。

県知事・中間層住民による拒否権発動と、右派遣立政権による手続的

集権化(第四期、 1998-2002年):ただ、 70年代との大きな違いは、事故

や不祥事が高速増殖炉のような核燃料サイクルの要の施設で起きるよう

になったこと、反原発世論の定着、及び県知事や住民投票運動という地

方の受益勢力からの反乱にあり、こうした要素の連関過程は再三表面化

することになった。また自民党が自由党やそこから分裂した保守党、及

び公明党を引き込んで、右派連立政権を構成する時代に入った1999年には、

英国核燃料会杜による日本向けプルサーマル用 MOX燃料の検査データ

担造の発覚や、核燃料加工会社JCOの臨界事故の発生が相次ぐ。原子力

政策に対する国民の不信感は再び高まり、東海村や刈羽村のように原子

力産業に依存してきた自治体でも、住民の聞で原子力批判が表面化した。

また2000年2月には三重県北川知事が中部電力の芦浜原発計画の白紙撤

回を宣言した。批判の高まりに対し、通産省は2000年4月から総合エネ

ルギー調査会に自然エネルギ 推進論者の参加を認めるようになったが

(手続的譲歩)、原子力政策全般の見直しは棚上げにした。

しかしプルサーマル問題は、東京や大阪に拠点を置く運動と、福井や

福島、新潟・柏崎刈羽の住民運動とが連携したキャンベーンを進展させ

た。またこうした動きに触発された福島県知事は2001年春、福島第一原

発でのプルサーマル実施を当面受け入れない方針を表明し、国の原子力

政策を県の立場から批判的に検討するための委員会を設置した。続いて

刈羽村では2001年5月に住民投票が行われ、受け入れ反対が多数を占め

た。さらに2002年8月、東電の大半の原発で定期点検の虚偽報告が行わ

れてきたことが発覚した。福島県のほか、新潟県の知事や、地元自治体

の議会もプルサーマル受け入れの撤回を表明し、プルサーマル実施が困

難となった。また福島県の佐藤栄佐久知事は、かつては立地県に対する

物質的譲歩の手段だ、った核燃料税の増税 (2002年)によって東電を牽制

した。今や物質的対応は、国家財政の実質的破綻を待つまでもなく、そ

の受け入れ先から拒否され、政治的な限界に達しているといえよう。

プルサーマル問題と並んで、従来の原発反対・賛成の境界線を越えた

脱原子力の社会的及び政治的連合形成をもたらしたものに、自然エネル
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ギーの推進がある。これを普及させるための法案実現を目指し、 1999年

5月には自然エネルギー促進法推進ネットワークが全国の環境 NGOに

よって結成され、また1999年11月には自民党や公明党、民主党、社民党、

自由党までを含む超党派の自然エネルギー促進法議員連盟も発足した。

さらに市民から寄付金や出資金を募り、風力発電所建設を目指す自助型

運動が全国に広がった。こうした動きはまた、自然エネルギー産業に関

わる商社やガス会社など産業界の一部や、風力発電の開発利用を通じた

町おこしを進める自治体からの支持を受けている。

このように事故・不祥事に触発され、新たな争点や、住民投票と法案

の推進、自助型運動という戦術を通じて、従来の対立軸を越える新たな

社会的及び政治的連合が地方と全国の両方で横断的に形成され始めたこ

とに対し、支配的連合はどのような対応を示しているのか。まず自助型

運動に対して、九電力会社は2000年秋から一斉に同様の「グリーン電力

基金J制度を始めた。また三重県海山町では、地元の推進派が今や住民

投票という手法を使って原発誘致に乗り出したが、投票直前に中部電力

の浜岡原発で配管破断事故が起きたことが影響して、 2001年11月の投票

結果は反対派優位となった。また刈羽村の住民投票の結果を、村長によ

る対話集会によって相対化させようとする東京電力や経済産業省の試み

も挫折した。

このように地方からの抵抗を抑えこむのには難儀する中、支配的連合

は自民党・公明党・保守党の堅固な多数派を背景に、電力業界や公共事

業に権力基盤を置く自民党議員の主導で、中央での原子力推進の法制化

という手続的集権化の手法に頼るようになっている。なかでも、物質的

対応でもあるが、原発立地自治体での公共事業に対し、一般会計からの

国庫補助を可能にするための「原発特措法Jが2000年12月に可決成立し

た。また2001年6月に可決成立した「エネルギー基本法案Jは、原子力

の優遇を念頭に置き、国策としてのエネルギ一政策推進に自治体も協力

する旨を規定した。また2002年6月に成立した「新エネルギ一等の利用

に関する特別措置法案jは、電力会社に「新エネルギー」で発電した電

力の購入を義務づけはしたが、少ない量の購入で済ませ、かっ低い買取

り価格に抑えることを認める内容となった。

こうした支配的連合の巻き返しの背景には、政権の右傾化とともに、
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中央政治における原子力批判勢力の弱体化がある。森首相の壊滅的な不

人気で自民党は深刻な危機に陥ったが、旧来の自民党の権力構造を壊す

と宣言して人気を博した小泉純一郎が2001年4月に首相に就任し、その

下で戦われた同年7月の参院選では、自民党が勝ち、公明党及び保守党

との連立政権を維持した。公明党には自然エネルギー推進派の議員もい

たが、党全体としては連立の枠組みを重視する傾向を強めた。また民主

党は多様な潮流の寄り合い所帯であり、党内で基本政策に関する合意も

形成できず、党内規律も欠いていた。特に電力総連出身議員は一連の法

案審議に積値姿勢を見せ、関連委員会における民主党の保守系理事も、

政府提出法案の審議開始に容易く応じるようになった。社民党と共産党

のみが一連の関連法案に一貫して批判的であるが、これは同時に、政治

的な脱原子力連合の「左翼jへの再縮小と周辺化を意味する。

中央政治で脱原子力勢力が弱体化する中、電力業界と経済産業省は、

2002年8月以来明るみに出た原発検査に関わる不祥事に伴い、東電や中

部電力の原発の大半が再検査のため停止している状態を逆手に取り、原

発立地県への攻勢を強めている。使用済核燃料税のような新たな物質的

譲歩を提示する一方で、「電力危機Jを強調する広報キャンベーンによっ

て、東電の原発運転再開を拒んでいた福島県知事への包囲網を強め、首

都圏の原発運転再開を確保した。

まとめとして、左翼アクターとの連携に限定される傾向が強い脱原子

力の連合が急進的な戦術に訴えた場合、特に右派政権の下では国家によ

る抑圧的対応ないし手続的閉鎖化を招きやすく、原発の大量発注を防ぐ

ことができなかった。また手続的譲歩や意見形成的譲歩、及び機構再編

は、対抗主体の構成いかんにかかわらず、政権が弱体化し、あるいは穏

健な政治的傾向を持つ場合に見られたが、一時的に抑制された原発発注

も情勢の正常化に伴って再開された。広範な都市民まで動員基盤が拡大

した「ニュー・ウェーブjは、原発発注の抑制と一方的な意見形成的対

応を引き出したが、核燃料サイクル基地反対運動などでの農協や漁協と

の連携は十分に発展しなかった。これに対し、受益勢力を中心とする運

動に対しては物質的な懐柔策が支配的であった。 90年代以降は、政界再

編にもかかわらず、政治的アリーナの制度的閉鎖性はさほど変化してお

らず、抗議運動の動員も衰退したが、他方で受益勢力に属していた県知
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事や中間層住民が都市のNGOの支援を受けながら対抗主体の核に浮上

し、政権による物質的対応を拒否し始めた。その結果、プルサーマル計

画の凍結と原発発注の停滞が起き、右派連立政権は手続的集権化で地方

の反乱に対処しようとしていると言えるだろう。

このように脱原子力の連合の性格、政権構成、及び紛争管理の聞には

相関関係が認められる。しかし、対抗主体が置かれた歴史的及び地方政

治的条件を捨象して、亀裂横断的な連合を追求すれば、より高度な譲歩

を引き出しえたかどうかは疑問である。例えば北海道のように旧社会党

系勢力の強い政治的条件の下では、 2003年6月の札幌市長選挙で示され

たように、 1980年代後半から反原発運動を通じて形成されてきた旧社会

党(現・民主党及び社民党)・旧全道労協(現・連合北海道)と生活ク

ラブ生協・市民ネット北海道との左派連合が政治的多数派を形成できる

可能性がある O また、 90年代に入札受益勢力の中から脱原子力の対抗

主体が台頭してきたのは、 55年体制を規定してきた亀裂構造自体が流動

化し、亀裂横断的な連合形成が容易になったことを示唆する。そこで次

節では、対抗主体を取り巻く政治的亀裂構造の変動の中に、原子力政治

過程を位置づけてみたい。

第四節対立構造の流動化と原子力政治過程

80年代末までの日本政治の対立軸は、体制選択をめぐる主軸と、中央

対地方・特殊利益の対立を表す第二軸とで構成できる(図8-1の左の

座標軸)。このうち、主軸は占領改革と冷戦構造を踏まえて55年体制成

立時に形成されたもので、右側には日米安保体制を支持し、米軍占領期

の民主化に否定的で反共産主義の自民党が、左側には日米安保に反対し、

社会主義諸国との友好関係と憲法擁護を唱える社会党及び共産党が位置

していた。これが60年代からは、経済成長と大きな政府を前提に、中央

の大資本や都市の利益に対して低開発地方や特定業界、特定社会層の利

益擁護に重点を置く政治勢力が分化していく。後者に含まれるのは民社

党や、社会党と共産党の一部、自民党族議員、公明党である。この第二

軸を縦軸にとると、原子力は右上下の成長連合と受益勢力によって推進

され、左下上の既成左翼や市民運動の抵抗を受けたと言える。
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これに対し、 90年代に入ると、冷戦構造は弱まり、政権からの共産党

の排除という形でのみ、名残をとどめるようになる。政権交代が体制転

換につながるリスクがなくなると、腐敗にもかかわらず自民党政権を支

える必要はなくなったという認識も広がり、社会党を含めた連立政権も

可能になった。同時に、パプル経済崩壊後の長期不況で、成長経済が終

罵を迎えたのに伴い、中央対地方・特殊利益の対立軸が行財政の合理化

とその負担をめぐる対立軸へと変質し始め、政治対立の中心に浮上して

きた。この軸の一方には、実質的に破綻した国家財政と、経済の縮小を

前提に、上からの合理化を推進する政治勢力がおり、これは中央の金融

資本主導での財政合理化を至上命題とする小泉「構造改革j路線や、自

民党から民主党右派、自由党にまたがる政党、さらに「改革派知事Jに

代表される地方分権色を強めた政治路線まで幅がある。また反対側には、

特定業界・団体・社会層の利益擁護を続けようとする政治勢力がおり、

自民党橋元派や民主党の旧民社党系議員、公明党が位置している。この

対立軸を「小さな政府J対「大きな政府Jとして抽象化するなら、福祉

重視の社会民主党や共産党も「大きな政府」側に位置づけられるだろう。

この軸に沿って考えると、原子力をめぐる対立は、吉岡 (1999)の言う

「不良債権的な部門J(例えば再処理事業や高速増殖炉)の合理化を進

めたい電力業界と、原発立地を通じた利益誘導を続けたい自民党商工族

や電力総連系民主党議員の利害分化として捉えられる。

しかしながら、そのような利害分化は原子力の推進を前提としたもの

で、原子力をめぐる現実の対立軸とは異なる。むしろ原子力政治過程は、

政治空間全体において表面化しつつある第二の対立軸を反映したものに

なってきている。その対立軸とは、中央の国家や金融資本の支配をさら

に強め、集権化と市場化を追求し、その結果生じてくる社会不安を民族

主義的なシンボルや強制力の行使によって抑えていこうとする権威主義

的・新保守主義的な政治路線と、異質な他者(異性や外国人、異なる文

化や体制の国、自然環境)との共生や、個人生活や地域社会での自己決

定を重視するリパテリアニズムとの対立軸である。

この対立軸はまた、かつての冷戦構造に似て、世界的な構造変動にも

規定されている。一方で、米国の軍事的一極支配やグローパルな金融資

本の台頭、及び2001年9月11日のニューヨーク・世界貿易センターピル
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などに対するテロ攻撃を契機とするアフガンやイラクに対する戦争と

いった、米国による一方的な世界秩序形成の動きがある。他方で米国の

単独行動主義や米国流の市場原理主義に伴う弊害(国内及び世界規模の

貧富の拡大、監視社会化の進行、環境政策の後退、文化の画一化など)

に抗議する運動が台頭し、インターネットの普及や対イラク戦争を契機

にした反戦・反米デモの世界的広がりとして現れてきている。このよう

に世界的次元を持つ第二軸も考慮すれば、日本政治の新たな構図は、図

8-1の右の座標軸のように構成できる。

この座標における左上の部分を担う主体は、分権化や公共事業の合理

化に加えて、環境調和性や社会的公正、反権威主義をより強く打ち出す

田中康夫長野県知事に見ることができる。原子力をめぐる政治もこの座

標軸に位置づければ、この位置に、例えば佐藤栄佐久福島県知事が来る

ことになろう。また左下の位置には、共産党のほか、政党の中で市民運

動との連携を最も強めてきた社民党が来るだろう。今後、エネルギーを

環境調和型、すなわち脱原子力の方向に転換していこうとするなら、地

方の政治や住民運動を通して表面化してきた対抗力と都市の市民運動と

の連携を発展させ、また衰退傾向を強める社民党が築いてきた市民運動

との関係という組織資源を無駄にせずに、新たな政治勢力をゆるやかに

組織化していくことができるかにかかっているだろう。

第八章注

(1)第一章では、 1990年代を「対話ムードjの時代 0992-95年)と対立軸の

再編期(1995-2002年)に分けたが、政治情勢や紛争管理を再検討した結果、

融和期(第六期、 1992-98年前半)と対立軸の再編期(第七期、 1998年後半

-2002年)に分けるのが妥当だと判断した。この変更は、終章以外の全体の記

述・分析には影響しない。
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図表

図6-7:電源特会における広報予算の伸び
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表8ー日本の原子力政治過程(チェルノブイリ事故以前)

-7Ii'J.百商才互前← 。I曽有二百E

A 

O 

ゐ

.官;iコ曇薮ii主主iiIl-t-I喜志7t(す.・・・・・・ 4・
-ー端正室品・ト|露五dhJ!長-ー・咽・

北法54(5・340)1884



日本の原子力政治過程(5・完)

表8-2:日本の原子力政治過程(チェルノブイリ事故以降)

表8-3:最大規模のデモ上位10位の比較

仏 西独 日本

I 7/77 60，000 10/79 150，000 4/88 20，000 

2 5/80 40，000 3/79 100，000 4/89 10，900 

3 4/75 25，000 2/81 100，000 10/75 10，000 

4 7/76 20，000 2/77 60，000 10/78 10，000 

5 5/79 20，000 9/77 50，000 7/82 10，000 

6 7/71 15，000 5/86 50，000 12/81 7，900 

7 6/79 15，000 6/86 50，000 8/81 7，500 

8 1/91 15，000 10/86 50，000 2/77 5，000 

9 5/87 10，000 6/86 40，000 4/90 4，600 

10 5/72 10，000 10/85 40，000 7/82 4，500 
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独仏 (Rucht1994， p.459)のデータは1970-92年、日本は1966-91年。
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表8-4:西欧四カ国と日本の反原発運動 (1975-89)の抗蛾手段

国 仏 旧西独 オランダ スイス オランダ 日本 日本備考

I 在来 8.4略 26.5出 17.3略 44.8略 15.2略 34.2百寸法的 8.1略

E 直後民主 0.9略 0.0覧 O. 0覧 14.4% 。目。部 0.0% 

ID.非主E来 90.7略 73.5国 82. 7略 40.8世 84.8世 65.8出

1.不威 56.0見 51. 2国 46.9首 34. 1弘 48.1首 56.0略デモ 13‘7略

2.対決+暴力 34.7覧 22.3略 35.8覧 6. 7百 36.7国 9.8略署名請願 9.8幅

(うち暴力) 20.4略 6.3国

I+II+ill 100.0出 100.0耳 100.0持100.0時 100.0幅 100.0覧

総件数 311 422 81 223 791 430 

弾圧(非在来) 18.1弘 27.7百 34. 3幅 11. 0百 10.1出(逮捕3.1%)

出典:左の4カ国は Kriesiet al. 1995， pp.103-104、仏の暴力の比率は Duy-

vendak 1992， p.205、右端のオランダは Duyvendaket al.， 1992， p.279に基づく。

弾圧は非在来(示威+対決)に占める比率。弾圧には逮捕の他、排除やもみ合
い、右翼などによる暴力を含む。デモには海上デモも含む。日本で暴力は投石
イ午のみ。

表8-5:脱原子力の連合と紛争管理の関係

連合の中心的主体 時期 政権の性格 主な紛争管理の型と方向性 政策帰結

漁協・住民運動 期 自民・田中派 物質的(譲歩) 原発大量発注

地区労・住民運動 二期 自民・田中派 手続的(譲歩) 原発大量発注

FrJF丁3、r々」、，式プ青" 金，会Va3 白"".日A吋ー-A/4「-‘担U手I、 1酬万引，.丹祐f官n同胃砲 F同刀、ソ開じ叫ソじ持仁工拙高ヲι~'T

総評 四期 自民・右派 手続的(閉鎖化)・抑圧的 原発大量発注

生協・都市民・社共 五期 自民・竹下派 意見形成(一方的) 原発発注縮小

自治体.NGO 六期 非自民連立・ 手続的(譲歩)・機構再編・ 原発発注縮小

中間層住民 保革融和 意見形成(対話)

自治体'NGO 七期 自・自/保・公・ 物質的(譲歩)・手続的(集権化)プルサーマノレ凍結

中間層住民 右派連立 原発発注縮小

国8-1:55年体制下(左)とグローパル化(右)の下での政治的対立軸

成長産業・中央への予算配分
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